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第１章 序 論

A．問題意識と課題

北海道酪農において借入金は農家の設備投資

や乳牛，土地などの資本形成に大きな役割を果

たしてきた。しかし，資本形成を多額の借入金

の導入によって急速に行なった結果，負債償還

が進まず負債累積問題の一つの要因となった。

これまで負債累積問題を抱えている農家を対象

に負債対策として多額の資金が融資され，今日

においても負債対策資金が農家の経営安定化に

活用されている。しかし，このような負債対策

資金を活用している農家で再び負債が累積する

農家も多い。

北海道庁では酪農家の再建対策の一つとして

昭和56年から道内の酪農家の経営状況を把握

するために，全酪農家を対象に経営調査を実施

し，調査農家を４階層に分類してきた 。すなわ

ち，Ａ階層は，負債の利息や元金を支払っても

余剰が生まれる農家層であり，Ｂ階層は，負債

の利息は支払うことができるが，元金は一部し

か支払うことができない農家層である。Ｃ階層

は，利息のみ一部を支払うことができる農家層

であり，Ｄ階層は，利息も元金も支払うことが

できない農家層である。このＡ～Ｄ階層区分は

当該年の農家の経済余剰と支払うべき約定償還

額を比較し，返済できる程度に応じて農家を分

類したものであり，単年度の一時点における借

入金の返済面を捉え，便宜的に定められたもの

である。しかし，この区分方法は，約定償還額

の裏にある農家の財務状況，経済余剰の裏にあ

る農家の生産性などがみえないという問題があ

る。従って，農家の負債返済が可能か否かの分

析においては，生産性や財務指標などを用いた

総合的な分析が求められる。

本論文の課題は北海道における酪農家の負債

償還可能性を実証的に明らかにすることにあ

る。具体的には，総合生産性指標や財務指標な

ど，複数の要因を取り入れて，特に資金を貸す

側の視点から個別農家の負債償還可能性を予測

できるモデルの構築を試みる。特に資金を貸す

側の視点を重視して分析したのは，農家に融資

できる資金が限定されていて，農家が充分に融

資を受けられる環境ではないからである。農家

に融資される負債対策資金は普通銀行では貸さ

ない公的資金が主であり，財源が限定されてい

る。予算は縮小傾向にある反面，需要は多い。

従って融資における審査が重要になり，平成13

年度から北海道庁は国の要請を受けて，負債対

策資金の融資において一定の判断基準を設けて

いる。

本論文の個別農家の生産性や財務指標などの

複数の要因を取り入れた個別農家の負債償還可

能性予測モデルは，海外ではCreditworthiness
 

Modelや Credit Scoring Modelなどと呼ば

れ，これについて多くの研究例がみられるが，

日本の農家に同種のモデルを適用した研究例を

見出すことはできなかった。本論文は，モデル

の構築によって資金を貸す側が農家に融資する

か（あるいは農家が資金を融資してもらえるか）

否かの可能性を事前に判断するための１つの材

料を与えることができると考える。

B．従来研究の成果と問題点

農家負債の累積問題が最初に社会問題化され

たのは1980年ごろである。北海道酪農がきっか

けであった。新酪農村建設事業の過度の入植金

負担や入植後に始まった生産調整によって予定

の償還が当初の意図通りに進まなかったのであ

る。

問題発生の初期から多くの調査や研究が行わ

れたが，そのなかでも，中島［1985］は，農協，

農家を対象にした実態調査を行うとともに，農

林中金調査部が持っている全国500の観測農協

に対するアンケート調査を行い，その結果を基

に，研究成果を発表した。中島の研究成果は，

まず，農家負債問題に農協側の対応に大きな問

題があること，つまり，農業金融をめぐる環境

変化に農協が対応出来なかったことが負債問題

を引き起こした重要な要因の一つであることを

指摘した。そこでは特に，農協の信用供与のメ
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カニズムに問題があること，すなわち，農協の

運転資金の与信体制としての欠陥，信用部門と

経済部門の連携の不十分さを指摘した。次は，

畜産に対する資金供給に問題があるとして，畜

産金融の確立の必要性を指摘した。

亀谷［1983］，［1985］は，中島の成果を踏ま

えて問題の発生状況，要因の検討を通して農家

の負債問題が全国的，平均的な農家経済状態下

での問題ではなく，極めて地域性，階層性，経

営組織性を持っていること，一時的な問題では

なく，今後の日本農業の展開とともに振り返し

発生する可能性を持つことを指摘した。

小寺［1987］は，北海道酪農経営負債問題を，

酪農専業地帯の歴史的過程とそこに位置する農

協の事業・経営との関連から考察した。北海道

酪農地域は国の膨大な補助事業，融資政策を重

点的に投下することによって形成された。負債

はこのような過程で累積したものであり，負債

解決策が見出せないとすれば，それは酪農政策

問題があること，これらの地域農協もまた農家

負債問題に起因した経営危機に直面していて，

それは農協自体がこの地域の農家と同様，自己

資本の蓄積機会を得ないまま事業拡大を追求し

てきた矛盾であることを指摘した。さらに，酪

農経営負債整理資金特別融資助成事業が単なる

負債借換えに留らず，これを契機とした農家経

営再建を農協の営農指導事業と合わせて実施す

る必要があるとコメントした。

両角［1993］は，以上の成果を踏まえてなぜ

70年代以降の時期にこのような農家の負債問

題が発生したのか，そのもつ意味は何か，と疑

問を持ちながら，農協の金融自由化問題と農家

負債の固定化問題を現代農業金融問題として統

一的に捉え，この二つの問題が農業，農家を取

巻く資金循環構造の中で発生したことを分析し

た。農家負債の固定化問題については専業的農

家の経営環境が著しく悪化するなかで，とくに，

高度成長以降の需要の増加，価格の増加を当然

の前提として比較的安易に拡大投資を続けてき

たものが経営不振に陥り，膨大な固定化負債を

抱えるようになったことを指摘した。農協の金

融自由化対応問題については，農業金融制度の

枠内で相対的に独自の領域を与えられ，また金

融市場の中でも余剰資金の有利な運用先を確保

していたため，従来から他の金融機関と本格的

に競争することが少なかったこと，また，金融

自由化のなかではじめて経営体制が問われるよ

うになったが，末端の組織である農協は現在ま

でのところこうした状況にほとんど対処できず

に経営問題を招来したことを指摘した。さらに，

新たな制度のあり方として農家の資金的分化を

踏まえた制度を考える必要があること，融資の

方式，特に借入れ主体の組織化を考える必要が

あると金融制度の見直しを示した。

小玉［2001］は，北海道農業と農家負債問題

の整理を行い，今日の農家負債の多くは，過去

から引きずってきたものとみられるが，これま

で負債整理対策にのった農家で再び負債が固定

化する原因は，経営改善が図られず，むしろ経

営が悪化しているからに他ならないと指摘し

た。

農家負債の累積問題について，実態の把握や

累積要因の解明が多くの研究者によって進めら

れ，貴重な成果を上げてきた。しかし，それで

も多くの解明すべき問題が残されているのであ

る。すなわち，農家の負債累積実態や原因に関

する研究が多い反面，資料の制約もあり，農家

の経営管理面からの分析は少ないといえよう。

また，負債償還可能性及び農家の経営状態に関

する従来研究では，負債償還可能性を評価する

指標として様々な指標が用いられてきた。表

1－1のように飯島［1971］は固定資産保有高，

流動資産保有高，流通資産保有高，経営収益，

資産・負債比率の指標をあげている。Novak
 

and LaDue［1994］は，負債/資産比率，流動比

率，総資産回転率，経産牛１頭当たり乳量，ha

当たり牧草生産量で評価し，金融財政事情研究

会編［2001］では，酪農経営の審査ポイントと

して，経営面で生産費，収益性，安全性を挙げ

ている。生産費について飼料費が酪農経営にお

いて大きな比率（45～47％）を占めるものであ

り，飼料費の節減は生乳生産の低コスト化に貢

献できる割合が高いからである。収益性の指標

としては農業所得（粗収益－経営費）や所得率

（所得額/粗収益 100），総資本経常利益率（経

常利益/総資本 100），売上総利益率（売上総利
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益/売上高 100）を挙げている。安全性指標とし

ては自己資本比率（自己資本/総資本 100），固

定比率（自己資本/固定資産 100），売上高支払

利息率（支払利息/売上高 100）を挙げている。

北海道［2001］は，平成13年度から負債対策資

金融資に当たり選考基準として経営状況，改善

計画の実行可能性，融資返済の可能性に基づき

評価を行っている。その中で経営状況からの指

標は，経産牛１頭当たり農業粗収入，農業所得

率，自己資本比率，売上高負債比率等である。

松田［2003］は，十勝管内Ａ農協で実施してい

る判断指標として経営意欲・経営内容，所得率，

償還比率，負債比率を挙げている。Zech and
 

Pederson［2003］は，生活費，負債/資産比率，

農外収入を指標として用いている。また，北海

道では昭和56年に酪農家の経営状態を把握す

るために，全酪農家を対象に調査を行い，その

結果をＡ～Ｄ階層区分によってまとめた。特に

Ｃ階層は利息の一部しか支払うことができない

農家層であり，Ｄ階層は利息の一部さえも支払

うことができない農家層である。北海道では，

このＣ，Ｄ階層を救済するために当年からス

タートした酪農経営負債整理資金をこれらの階

層を中心に適用した。このように負債償還可能

性を評価する上で，多様な指標が用いられてい

る。農家が金融機関から資金を調達する場合，

何らかの信用評定を経なければならないことか

ら，各々金融機関は独自の判断基準を設定し，

農家に貸すか貸さないか判断する。

以上の従来研究の問題点は，３つにまとめる

ことができる。

第１に，北海道の酪農経営における負債問題

と関連した農家経済実態分析（Ａ～Ｄ階層区分）

は農家の経済余剰と当該年度に支払うべき約定

償還額を比較し，返済できる程度に応じた区分

であり，約定償還額の裏にある農家の財務状況，

経済余剰の裏にある農家の生産性などがみえな

い問題がある。

第２に，酪農家の負債償還可能性の判断指標

において，生産性指標は経産牛１頭当たり乳量

などの「平均生産性」が用いられてきたが，生

産性指標として「平均生産性」のような一つの

生産要素を考慮した部分的な生産性指標ではな

く，すべての生産要素を考慮した総合生産性指

標が負債償還可能性の判断には，望ましいと考

える。

表1－1 負債償還可能性の評価指標

飯 島 源 次 郎
固定資産保有高，流動資産保有高

流通資産保有高，経営収益力，資産・負債比率

Novak and LaDue
負債/資産比率，流動比率，総資産回転率，

経産牛１頭当たり乳量，ha当たり牧草生産量

金融財政事情研究会編 生産費，収益性，安全性

北 海 道
経産牛１頭当たり農業粗収入，農業所得率，

自己資本比率，売上高負債比率

松 田 孝 志 経営意欲・経営内容，所得率，償還比率，負債比率

Zech and Pederson 生活費，負債/資産比率，農外収入

註)飯島源次郎（1971）：「農業近代化投資と農家の負債償還力」『農経論叢』27，45～64。

Novak, M. P., and E. L. LaDue (1994):An Analysis of Multiperiod Agricultural
 

Credit Evaluation Models for New York Dairy Farms, Agricultural Finance
 

Review,54,55～65.
金融財政事情研究会編（2001）：『業種別貸出審査辞典 第１巻』金融財政事情研究会。

北海道農政部（2001）：『北海道農業経営資源活用総合融資取扱要領』。

松田孝志（2003）：「十勝管内Ａ農協における融資のための管理制度」第106回北海道農

業経済学会例会，北海道大学農学部，2003年10月19日。

Zech,L.,and G.Pederson(2003):Predictors of Farm Performance and Repayment
 

Ability as Factors for Use in Risk-Rating Models,Agricultural Finance Review,63,

41～54.
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第３に，従来の農家負債分析などにおいては

４階層区分（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ階層）や２階層区

分（松田［2003］）が用いられてきたが，このよ

うな階層区分でなく，個別農家の負債償還可能

性をリスク（確率）として連続的な数値によっ

て予測することが望ましいと考えられる。

C．分析の枠組み

酪農経営の負債累積の原因は複合的な場合が

多く，総合的な対策を必要とされることが多い

とされている。その中でも，新井［1998］は，

第１の原因として収益性の悪化をあげている。

収益性は畜産価格や要素調達価格の変動という

外部要因によるものと，飼育技術水準という経

営内部要因によるものがあり，内部要因には飼

育技術水準に加えて過大投資・過剰負債という

財務バランス上の原因が挙げられる。図1－1は

負債累積の発生要因を簡略に図示したものであ

る。負債累積の発生要因として収益性悪化，過

剰投資による過大負債，そして家族経営である

ため，営農以外の目的のために資金が流出し，

資金繰りを悪化させることがある。収益性悪化

を引き起こすものは，生産物価格下落による粗

収益ダウンと生産資材の価格の高騰や技術水準

の低位，過剰負債による生産費アップである。

ここで収益性に影響を及ぼす要因を経営内部条

件と経営外部条件に分けると図1－2のように

示すことができる。経営外部条件（購入品，販

売品の価格条件等）と内部条件（技術水準等）

に分けると，例えば購入飼料単価は所与のもの

であり，経営外部条件とみなされるが，消費量

は飼料要求率といった技術要因によるものであ

り，経営内部条件である。負債償還可能性の分

析において経営成果である所得のみ扱うと，そ

の原因である財務バランスや生産技術などが見

えてこない。負債償還可能性の分析に用いる指

標は，収益性のみならず財務面の安全性と経営

の生産技術を総合的にみる必要がある。収益性

図1－1 負債累積の発生要因

資料：新井（1998）pp.144より引用。

図1－2 農家の経営成果とその要因

資料：新井（1998）pp.119より引用。
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を高めれば財産状態もよくなるはずであるが，

収益性追求のための規模拡大や借入金の増加が

財務バランスを悪くし，資金繰りを悪化させる

こともあるからである。酪農経営は規模拡大と

ともに投下資本，借入金が巨額化し，負債償還

問題が課題となったことから，経営の安全性も

検討する必要がある。

本論文では畜産価格や要素調達価格の変動な

ど外部要因は所与とし，技術水準や過大負債な

ど内部要因に焦点をあてた分析を試みる。そこ

で収益性や安全性，生産性の具体的な指標は数

多くあるが，ここでは，それぞれ一部の指標に

限定して分析を行う。酪農経営の収益性を見る

指標としては，一般的に農業所得率が多く利用

される。農業所得率は農業所得を農業粗収入で

割ったものである。酪農経営の安全性を見る指

標としては，負債・資産の比率，流動比率，固

定比率，自己資本比率，売上高負債比率等が挙

げられる。表1－2は本論文で用いる各指標と分

析基準である。本論文では便宜的に北海道庁の

融資基準を利用し，融資基準を満たす場合は負

債償還目標が達成可能な農家，融資基準を満た

さない場合は負債償還目標が達成困難な農家と

みなした。このように，現在行政によって用い

られている基準に準拠し分析することは，農家

負債償還可能性の分析の実用性を高めるなどの

利点が考えられる。各指標は以下の通りである。

第１に，経産牛１頭あたり農業粗収入は技術

レベル等生産性を見る指標であり，農業粗収入

を経産牛頭数で割ったものである。ここで農業

粗収入は麦類や豆類，野菜などすべての農産物

の販売代金とすべての畜産収入の販売代金であ

る。経産牛１頭当たり農業粗収入は，負債償還

において生乳収入のみならず，個体販売収入や

表1－2 各指標と分析基準

負債償還可能性指標 分 析 基 準

生
産
性

経産牛１頭当たり

農業粗収入

サンプル平均以上：負債償還目標が達成可能な農家

サンプル平均未満：負債償還目標が達成困難な農家

収
益
性

農業所得率

農業所得÷農業粗収入

15％以上：負債償還目標が達成可能な農家

15％未満：負債償還目標が達成困難な農家

自己資本比率

自己資本÷(自己資本＋負債)

40％以上：負債償還目標が達成可能な農家

40％未満：負債償還目標が達成困難な農家
安

全

性
売上高負債比率

負債÷農業粗収入

200％以下：負債償還目標が達成可能な農家

200％超：負債償還目標が達成困難な農家

註)経産牛１頭当たり農業粗収入（円）は，負債償還において生乳収入のみならず，個体販売収入や畑作物

の収入などを合わせた農業粗収入が多いほど望ましいとの考えに基づく指標である。北海道庁では経産

牛１頭当たり農業粗収入（円）が各地域の平均値以上であれば負債償還可能性がある経営としている。

本章では，分析対象が全道の酪農家であることから，北海道を一つの地域として扱った。農業所得率（農

業所得を農業粗収入で割ったもの）は，家族経営の最も一般的な収益性指標である。北海道庁では農業

所得率15％以上を負債償還可能性がある経営としている。平成10年度北海道における酪農部門を１位

（農産物販売額が最も多い部門）または２位部門として経営する農家と酪農部門が１位である農家の

各々農業所得率の平均値は23.7％である。このことから農業所得率15％の判断基準は低いことがわか

る。自己資本比率（正味資産を総資産で割ったもの）は，経営の安全性を見る指標である。一般的に農

業の場合，自己資本比率が50％以上であることが望ましいとされているが，北海道庁では40％以上を負

債償還可能性がある経営としている。これは負債償還負担軽減関係資金の必要な農家が，負債償還負担

軽減関係資金が不要な農家より，自己資本比率が低いことを前提したとものと推察される。売上高負債

比率（負債を農業粗収入で割ったもの）は，主に経営の安全性を見る指標で，一般的に100％以下を目

標としているが，北海道庁では，200％以下としている。この指標も，負債償還負担軽減関係資金を必要

とする農家を対象とするため，基準を低めに設定している。
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畑作物の収入などを合わせた農業粗収入が多い

ほど望ましいとの考えに基づく指標である。本

論文では，調査農家の平均値を基準に負債償還

目標が達成可能な農家とそうではない農家を区

分する。北海道庁の場合は地域を市町村の単位

を基本とし，これによらない場合は理由を付し

て説明することになっている。本論文では，北

海道全道を分析対象とするため，北海道を一つ

の地域として扱う。

第２に，農業所得率は，農業所得を農業粗収

益で割ったものであり，売上高に対する所得の

幅をみる家族経営の最も一般的な収益性指標で

ある。平成10年度北海道酪農部門の農業所得率

の平均値は22.6％である。北海道庁で用いる負

債対策資金の基準は，農業所得率15％以上であ

る。これは今までの経験等に基づく基準であり，

負債対策資金を必要とする農家に融資する基準

であることからやや低めに設定されている。松

田［2003］は，十勝Ａ農協のスコアリング分析

において農業所得率の30％以上を30点，17～

21％を15点にしている。いずれにせよ，一定の

基準を設定することは容易ではなく，資金の種

類や融資目的によって様々であろう。本論文で

は，現在，北海道酪農経営を対象にした北海道

の融資基準の一つとして使われている農業所得

率の指標の基準を用いることにする。それは，

前述したように，様々な分類基準が想定される

中，現在北海道酪農家の負債対策資金の融資基

準に準拠することによって，分析結果を考察す

る上で比較などの利点が考えられるからであ

る。従って，ここでは北海道の酪農を対象とし

た負債対策資金の融資基準に準拠し農業所得率

が15％以上であれば，負債償還目標が達成可能

な農家，未満であれば，負債償還目標が達成困

難な農家とみなす。

第３に，自己資本比率は，正味資産を総資産

で割ったものであり，主に経営の安定性を見る。

総資産は貯金，生命保険等積立金，土地，農業

機械，建物施設，家畜などである。正味資産は

総資産から負債残高を引いたものである。負債

残高は制度資金，系統資金，生活関連資金等で

ある。自己資本比率が高いと自己資本が多く，

借金が少ない安定した経営であることを表す。

この指標値について菊地［1986］は，一般に50％

以上であることを望ましいとしているが，必ず

しもそれにとらわれる必要はなく，常にこの比

率を自覚して，一定水準を下らないようにする

ことが大切だとしている。ここでは，農業所得

率と同様に現在北海道庁の融資基準に準拠した

数値を基準とし，自己資本比率が40％以上を負

債償還目標が達成可能な農家，40％未満を負債

償還目標が達成困難な農家とする。

第４に，売上高負債比率は，主に経営の安定

性を見る指標である。負債を農業粗収益で割っ

たもので，負債と農業粗収益のバランスをみる。

負債は借入金の残高であり，制度資金や系統資

金，生活関連資金などである。売上高負債比率

は，売上の規模や経営の形態により一概にこれ

でよいという指標値はないが，100％以下が目標

とされている。農業所得率や自己資本比率の基

準と同様，現在用いられている北海道庁の融資

基準に準拠し，200％以下を負債償還目標が達成

可能な農家，200％超を負債償還目標が達成困難

な農家とする。

D．本論文の構成

本論文は６章から構成されている（図1－3）。

まず，第１章では，本論文の問題意識と課題，

従来研究の成果と問題点，分析の枠組みを整理

する。

第２章では，北海道の酪農経営における負債

問題の現状を明らかにする。

第３章では，前述した第１の問題点（Ａ～Ｄ

階層区分は農家の経済余剰と当該年度に支払う

べき約定償還額を比較し，返済できる程度に応

じた区分であり，約定償還額の裏にある農家の

財務状況，経済余剰の裏にある農家の生産性な

どがみえない問題）を解決するために，財務面

の安全性指標など複数の要因を取り入れて北海

道の酪農経営における負債償還可能性と諸指標

との関連を明らかにする。

第４章では，第２の問題点（従来の生産性指

標は経産牛１頭当たり乳量などの「平均生産性」

が用いられてきたが，生産性指標として「平均

生産性」のような一つの生産要素を考慮した部

分的な生産性指標ではなく，すべての生産要素

を考慮した総合生産性指標が，負債償還可能性
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の判断には望ましい）を明らかにするために，

DEAで個別経営ごとに技術効率を総合生産性

指標として計測し，北海道の酪農経営における

負債償還可能性と技術効率との関連を明らかに

する。

第５章では，第３の問題点（従来の農家負債

分析などにおいては４階層区分や２段階区分が

用いられてきたが，このような階層区分でなく，

個別農家の負債償還可能性をリスク（確率）と

して連続的な数値によって予測することが求め

られる）を明らかにするために，負債償還可能

性の大きさを確率として容易に指標化できる利

点などを有するロジットモデルに特定化した分

析を試みる。ロジットモデルによって負債償還

に影響を及ぼす複数の要因を同時に計測し，個

別農家の負債償還可能性を確率として予測でき

るモデルを構築する。

第６章では，以上の分析結果を要約し，結論

を述べる。

註

Ａ～Ｄ階層区分の定義は，平成10年度北海

道農政部『農業経営等基礎調査要領』によ

るもので，次のようになる。Ａ階層は農家

経済余剰から元金と利息を引いても農家経

済余剰がプラスで，約定償還元金および利

息の支払が可能な階層である。Ｂ階層は農

家経済余剰から利息を引いたらプラス，元

金まで引くと農家経済余剰がマイナスで，

約定償還利息は支払えるが，約定償還元金

は一部しか支払えない階層をいう。Ｃ階層

は農家経済余剰から利息を引くとマイナス

で，約定償還利息の一部しか支払えない階

層であり，Ｄ階層は農家経済余剰自体がマ

イナスでの農家である。

第２章 北海道の酪農経営における負債累積

原因と負債対策

A．本章の目的

本章の目的は，北海道の酪農経営における負

図1－3 論文の構造
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債問題の現状を明らかにすることにある。分析

データは，近年北海道農家経済の実態について

調査した北海道農政部の『平成10年度農家経済

実態調査結果』における酪農経営の個票データ

を用いる。1961年に制定された農業基本法の下

で，農業生産の選択的拡大が進められたが，特

に北海道酪農において，その経営規模の拡大が

顕著に進んだのである。このような急速な経営

規模の拡大は，農家にとって新しい経営問題を

引き起こした。例えば，第１次オイルショック

は配合飼料価格の高騰と畜産物の需要の低減を

ひきおこし，これに対して様々な政策対応が講

じられたものの，特に技術や経営管理能力が伴

わない農家においては負債累積問題が生じるこ

とになった。本章では以上の負債累積原因と負

債対策について概観し，近年北海道酪農の負債

状況を述べる。

B．北海道の酪農経営における負債累積原因

北海道酪農は戦後有畜農家創設事業として取

り組まれ，昭和35年には酪農家約６万戸，１戸

当たり総頭数は2.9頭であった。その後，高度

経済成長ならびに開放経済体制への移行のもと

で輸入自由化圧力を受けながら，乳牛と乳製品

に対応するべく畜産振興をも課題とした「基本

法農政」，及び「不足払い制度」下での，昭和41

年以降の３次にわたる酪農近代化計画によっ

て，政策的誘導，指導のもとに急速な規模拡大

過程を歩んだ。そして規模拡大を促進する諸々

の制度資金が創設・拡充された。また，昭和28

年，29年，31年，39年，41年の連続冷害が，

耐冷性を備えた寒地農法の基軸として畜産の導

入あるいは酪農専業化への転換の必要性を農家

に痛感させ，それを契機に酪農への傾斜に拍車

をかけた。1961年制定の農業基本法では，政策

目標として「他産業との生産性の格差が是正さ

れるように農業生産性が向上すること，他産業

従事者と均衡する生活を営むこと」があげられ，

その政策目標を達成する手段として最も重要視

されてきたのが①農業の生産性の向上，②経営

規模の拡大による農業経営の近代化をはかるた

めの農業構造改善施策であった。国の政策に

のって農家は規模拡大と生産性の向上をモッ

トーに投資に投資をかさね，大型多頭化経営を

進めた。このような中で昭和46年から昭和50

年にかけては，需給のアンバランスのため，生

産者乳価の低迷と農機具，肥料，飼料等の暴騰

による経営破綻などにより，酪農危機を経験し

たことから，大型畜舎導入や施設拡大による経

営を拡大していく農家と離脱する農家が顕著に

なった。このような動きは昭和54年以降の生産

調整下も続けられた。その結果，昭和40年に１

戸当たり乳牛頭数が6.4頭から昭和50年には

22.5頭，60年には46.4頭，平成11年には85.3

頭に達したのである。しかし，円高で昭和51年

以降乳製品類輸入が全道産乳量を上回る規模に

激増し，この輸入も背景として作用して「過剰」

問題が発生し，昭和53年以降乳価据え置き，計

画生産等を強いられることになる。このような

借入金による急速な規模拡大と，その中途での

生産過剰による乳価据え置き，計画生産等を強

いられたことは負債問題の主要な要因の一つで

ある。昭和50年以降に深刻化した酪農経営の負

債問題は社会問題となったのである。

C．北海道の酪農経営における負債対策

北海道酪農は，大型借入金の導入によって急

激な進展を遂げたが，昭和53年以降の乳価据え

置き，昭和54年以降の生産調整，昭和55年，

56年の冷害によって当初の意図通りに負債償

還が進まず，負債累積問題が深刻になった。そ

こで，昭和56年から５年間の対策として「酪農

経営負債整理資金」が措置された。これは償還

期間が15年間であり，負債整理対象資金の借り

入れが多いことによって知事が認める場合には

20年まで延長して償還できるものであった。据

置期間は両方とも３年以内で，農家段階での金

利は3.5％であった。この資金の融資実績をみ

ると全国600億円の融資枠のうち，北海道に

547億円が融資され，北海道のための負債整理

資金だったことが分かる。農協系統も昭和56年

からの「農業経済再建対策」，昭和61年からの

「農業経営活性化特別対策事業」により，農家

の経営再建と農協の回収不能債権の処理に取り

組みを進めた。その後，近年の農家負債整理資

金として，平成７年から６年間「農家負担軽減

支援特別対策資金」が創設され，負債整理対策

が実施された。また，平成13年からは，「農業
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負債整理関係資金」が３ヵ年の計画でスタート

した。平成７年から13年までの融資実績は表

2－1の通りである。平成７年から12年までの

融資資金と平成13年にスタートした「農業負債

整理関係資金」の平成13年１年分の合計は約

1,557億円（７年間）であり，これら負債対策資

金の融資を受けた農家数は6,704戸である。７

年間１戸当たり平均融資額は約23.23百万円に

のぼる。また，平成13年の「農業負債整理関係

資金」の融資額が約196億円，融資農家は647戸

であり，平成13年だけに１戸当たり平均融資額

は，約３千万円に達する。この負債対策資金と

主な制度資金の融資実績をみると図2－1の通

りである。ここで，負債対策資金は平成７年か

らスタートした「農家負担軽減支援特別対策資

金」と平成13年からスタートした「農業負債整

理関係資金」の融資額である。農林公庫資金（農

業関係）は総額のうち，負債対策関係資金（自

作農維持，経営体育成強化資金，農業経営維持

安定資金）に関わった分を除いた金額である。

負債対策資金が平成９年と平成13年のとき特

に高い割合を占めているのは，各々資金ごとの

融資枠の調整によるものであって，平成９年や

13年が特別な意味を持つわけではないものの，

近年負債対策資金が多く貸付されていることか

みられる。

近年北海道酪農経営の負債状況をみるため

に，農林漁業金融公庫が融資先農家を調査した

１戸当たり経産牛頭数と借入金残高をみると表

2－2の通りである。これは平成８年から11年

まで４年間，継続して調査を行った農家の平均

値である。経産牛頭数は毎年増加傾向をみせて

図2－1 主な制度資金と負債対策資金の貸付実績

資料：北海道農政部『北海道農業金融統計表』各年度。

註)負債対策資金は，「農家負担軽減支援特別対策資金（平成７年～平成12

年）」，「農業経営資源活用総合融資制度（平成13年）」による資金である。

表2－1 負債対策資金の融資実績（北海道)

（単位：百万円)

区 分 平成７～９年 10年 11年 12年 13年

①農家負担軽減支援特別対策 116,485 9,781 6,912 2,985 －

(Ｍ対策 ７年～12年）

②農業負債整理関係資金 － － － － 19,576（647戸)

(13年～15年）

③合 計 ①＋②＝155,739 ③/④＝23.23 ④７～13年＝6,704戸

資料：北海道農政部『北海道農業金融統計表』各年度。

註１）戸数は，制度創設からの対策（貸付）実戸数，北海道農政部調べ。

２）「－」は融資の実施が終わったか，あるいは始まっていないことを示す。
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いる。借入金残高は年次別に大きな差はないも

のの，毎年３千２百万円の以上の借入金残高を

保有している。また，北海道酪農家の負債実態

について，平成10年度の北海道農政部『農家経

済実態調査結果』によればＢ，Ｃ，Ｄ階層の場

合，当該年の経済余剰から約定償還額を支払う

と大幅なマイナスになっている。表2－3はＡ～

Ｄ階層別に諸指標の１戸当たり平均値を示した

ものである。

まず，当該年の農業収入から当該年の約定償

還利息と元金を支払した場合，償還後余剰をみ

るとＢ階層は平均約400万円，Ｃ階層は700万

円，Ｄ階層は500万円のマイナスが生じる。特

に，Ｃ階層とＤ階層の場合，約定償還額を支払

した場合の不足分が家計費よりも大きく家計費

をすべて負債償還に回しても償還不可能にな

る。Ｂ階層もその不足分が家計費よりは大きい

ものの，約定償還額を支払うためには家計費を

削るとしても限界があり，結局負債対策資金に

頼らざるを得ないと思われる。このように，Ｂ，

表2－2 経産牛頭数と借入金残高の推移

(北海道酪農１戸当たり）

経産牛頭数 借入金残高

頭 千円

平成８年 53 32,466

平成９年 60 34,685

平成10年 64 34,691

平成11年 70 32,529

資料：農林金融公庫の『平成11年度貸付先経営動

向把握調査結果』から作成。

註)平成８～11年の４年間，継続して調査を行なっ

た調査先を対象としたものである。

表2－3 経済階層別酪農家平均１戸当たり経済指標（平成10年度)

（単位：戸，頭，千円，％)

経済階層 A  B  C  D

酪農家戸数 110 50 6 13

乳牛頭数 91 90 93 78

うち経産牛（Ｉ） 54 53 56 44

農業収入① 35,527 32,973 31,748 28,554

農業経営費② 22,452 22,078 21,966 23,169

農業所得③＝①－② 13,076 10,896 9,782 5,385

農外収入④ 1,617 1,275 709 80

農外支出⑤ 179 465 2,803 1,605

農家所得⑥＝③＋④－⑤ 14,514 11,706 7,688 3,860

家計費⑦ 5,743 5,619 4,836 4,103

余剰⑧＝⑥－⑦ 6,505 4,186 1,812 －1,665

約定償還利息⑨ 590 1,482 2,555 686

約定償還元金⑩ 2,316 6,731 4,057 2,844

うち制度資金 1,445 2,874 3,361 1,878

償還後余剰 ＝⑧－⑨－⑩ 3,599 －4,027 －7,167 －5,195

借入金残高 20,273 34,674 43,446 22,163

うち制度資金 13,681 25,650 42,606 16,535

売上高負債比率 ＝ /① 57 105 137 78

農業所得率 ＝③/① 36.8 33.0 30.8 18.9

支払利息率 ＝⑨/① 1.7 4.5 8.0 2.4

償還金比率 ＝⑩/① 7 20 13 10

経産牛１頭当たり借入金残高 ＝ / 375 654 776 504

資料：北海道農政部『農家経済実態調査結果』（平成10年度）より作成。

註１)調査は組合員勘定を中心とした現金収支を基にしている。

２)農業粗収入は農業現金収入のみ，農業経営費は農業現金支出のみである。

３)農業経営費には減価償却費を含まず，負債利息もクミカン利息以外には経常していない。
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Ｃ，Ｄ階層は負債償還が意図通りに進まず，累

積する可能性が高いことが推察される。この経

済階層区分を1984年と比較してみると表2－4

にあるように，Ａ階層は1984年に55％から

1998年には62％，Ｂ階層は28％で同じく，Ｃ階

層は11％から３％に減っているが，Ｄ階層は

６％から７％に増加している。Ｄ階層は経済余

剰がマイナスであって負債償還が困難であると

みなされる階層であり，このようにＤ階層の割

合が減少しておらず，依然として負債償還に深

刻な問題を抱えている経営の存在が伺える。平

成９年の全中一斉調査結果によれば，Ｄ階層の

農家が10戸以上存在している農協が全農協の

20％近くにのぼっており（図2－2），依然として

負債累積問題が起こりうる農家が多いといえよ

う。

平成10年度の北海道農政部『農家経済実態調

査結果』によると，酪農家の営農関連資金中，

使途目的別借入金残高の構成比は図2－3の通

りである。負債対策資金の借入額が一番大きく，

その割合は31％であり，建物施設取得が26％，

農地取得が17％である。このように，北海道酪

農家において借入金残高のうち負債対策資金の

割合が一番大きいことがわかる。勿論，このよ

うな負債対策資金は主としては農地取得や機

械・施設などのために借入した旧債を返済する

ものである。しかし，近年旧債借り替えのため

の借入金残高が一番大きい割合になったことか

ら，負債償還を農家の収益増加で賄えず負債対

策資金に頼らざるを得ない状況が伺える。

図2－4は，農家１戸当たり経産牛飼育頭数別

の借入金残高である。29頭未満は約１千万円，

30頭から49頭は１千８百万円，50頭から79頭

は３千１百万円，80頭以上は３千８百万円であ

る。借入金残高はほとんど経産牛頭数に比例し

て分布しており，借入金による多頭化と建物施

表2－4 北海道酪農の経済階層別構成比

単位：％

1984年 1998年

Ａ階層 55 62

Ｂ階層 28 28

Ｃ階層 11 3

Ｄ階層 6 7

資料：北海道道農政部『農家経営実態調査』（1984），

『農家経済実態調査』（1998）より作成。

図2－2 Ｄ階層の農家数

資料：石田（2003）から引用。

註)元資料は全国農業協同組合中央会「JAの活動

に関する全国一斉調査結果」（1997.5）である。

図2－3 使途目的別借入金残高の構成比(営農関連)

資料：北海道農政部『農家経済実態調査』（平成10

年度）個票から作成。

註)負債対策は農家負担軽減支援特別資金，畜産

特別資金等による借換額である。

図2－4 経産牛飼育頭数別の借入金残高

(１戸当たり）

資料：北海道農政部『農家経済実態調査』（平成10

年度）個票より作成。
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設のなど設備投資を借入金に大きく依存してい

ることが推察される。

図2－5は経産牛１頭当たり借入金残高の推

移である。20万円未満階層の農家は30％として

一番多いものの，20万円未満階層から80万円

以上階層にわたってバラツキが大きい。また，

経産牛１頭あたり借入金残高は20万円未満階

層以外には各階層の割合がほぼ均等であり，経

産牛１頭当たり借入金残高は農家間の差が大き

いことがみられる。図2－6は，農家間借入金残

高の格差をみるために農家の借入金残高をロー

レンツ曲線で示したものである。点Ａのように，

借入金残高の多い上位25％未満の農家が全体

の借入金残高の50％以上を占め，借入金残高の

ジニ係数は0.45である。北海道酪農家の借入金

残高は農家間格差が大きいことが伺える。借入

金残高の格差から負債問題を論じることは不十

分であるが，図2－7にあるように，借入金残高

の規模別にみた負債対策資金残高の割合をみる

と，借入金残高の規模として比較的大きい階層

の5,000万円以上の農家が全体の負債対策資金

54％をしめている。借入金残高が多い農家ほど

負債対策資金の借りいれが多くなっており，借

入金残高の規模が比較的大きい農家は，旧債の

償還のために負債対策資金を多く借入れしてい

ることが分かる。このような借入金残高の農家

間格差から北海道酪農の中でも，負債問題は北

海道酪農の平均的な問題ではなく，一部の農家

に偏った性格を持っていることが推察される。

D．要 約

本章では，北海道の酪農経営における負債問

題の現状を明らかにした。

まず，第１に，北海道酪農経営は今日におい

ても負債累積問題が起こりうる農家が多数存在

することである。それは，余剰から約定償還額

（約定利息と元金）を支払うとＡ階層以外のＢ，

Ｃ，Ｄ階層は大幅なマイナスになっており，負

債償還が難く，その中で負債償還のためにほぼ

全額を負債対策資金に依存せざるを得ないと思

われるＤ階層は1984年と1998年の調査結果を

比較してみるとその割合が減少していないから

である。

第２に，北海道の酪農経営は負債償還を収益

増加で賄えず負債対策資金に頼らざるを得ない

状況が伺える。それは，平成10年度北海道農政

部『農家経済実態調査結果』によると，北海道

酪農経営の借入金残高中，旧債借り替えのため

の負債対策資金の割合が一番大きいからであ

る。

第３に，北海道の酪農経営の借入金残高は農

図2－5 借入金残高規模別の構成比推移

(経産牛１頭当たり）

資料：北海道農政部『農家経済実態調査』（平成10

年度）個票より作成。

図2－6 北海道酪農の借入金残高のローレンツ曲線

資料：北海道農政部『農家経済実態調査』（平成10

年度）個票から作成。

図2－7 借入金残高規模別負債対策資金の割合

資料：北海道農政部『農家経済実態調査』（平成10

年度）個票より作成。
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家間格差が大きいことが伺える。それは，借入

金残高の多い上位25％未満の農家が全体の借

入金残高の50％以上を占めているからである。

第３章 北海道の酪農経営における負債償還

可能性と諸指標との関連性分析

A．本章の目的

本章の目的は，北海道酪農の負債償還可能性

と諸指標との関連を統計的に明らかにすること

である。具体的に負債償還目標が達成可能な農

家とそうでない農家の比較分析を試みる 。農

家負債問題の分析にあたっては今まで多方面の

角度から研究が行なわれてきた。それらを主に

３つにまとめると，第１に，政策的要因に加え

て，農産物価格の低下，経営資材価格の高騰，

冷災害など自然や経営外部要因分析，第２に，

制度金融，系統金融制度およびそれらの貸し出

し窓口としての農協の与信システムなどを問題

とする分析，第３に，借り入れ農家の資金管理

能力の低さに焦点をあてた分析である。本章で

は主に第３の借り入れ農家の経営管理面を捉え

た分析とする。最近，個別経営の大規模化や法

人経営化が進む中，経営のリスクが大きくなり

つつあり，このような環境の中で農家の資産・

負債管理能力は益々高度なものが要求されてい

るといえる。そこで，本章では具体的に財務面

を含む諸指標を負債償還可能性との関連から分

析する。

B．負債償還可能性の分析指標とデータ

a．負債償還可能性の分析指標

財務面の分析は，経営体の収支や資産・負債

の状況を把握し，経営の戦略や改善方向を検討

するために行うものである。財務面の分析は主

に比較によって行なわれ，その比較方法として

はクロスセクションとタイムシリーズがあり，

主に安全性，収益性，生産性，成長性に分ける

ことができる。本章では，データが単年度であ

ることから，クロスセクションで計測できる収

益性，生産性，安全性の分析を行う。また，負

債償還可能性との関連から複合化・多角化がリ

スクへの対応として重視されてきたことを反映

し，その他収入の比率（農業粗収入に占める酪

農以外の収入の割合）を加えて分析を行う。

生産性の指標として経産牛１頭当たり農業粗

収入，収益性指標として農業所得率，安全性指

標として売上高負債比率と自己資本比率を用い

る。

経産牛１頭当たり農業粗収入（円）は，技術

レベル等の生産性を見る指標である。農業粗収

入を経産牛頭数で割ったものであり，農業粗収

入はすべての農産物の販売代金，すべての畜産

収入の販売代金である。農業粗収入を用いたの

は，負債償還面では酪農収入のみならず，他農

産物の収入を合わせた，農業粗収入の多い方が

望ましいからである。

農業所得率は，農業所得を農業粗収益で割っ

たものであり，家族経営の最も一般的な収益性

指標である。この農業所得率の高低は，単にそ

の割合が高い低いだけではなく，資本利益率に

影響を及ぼし，金利の負担能力を左右する。

自己資本比率は，正味資産を総資産で割った

ものであり，主に経営の安定性を見る。総資産

は貯金，生命保険等積立金，土地，農業機械，

建物施設，家畜などである。正味資産は総資産

から負債残高を引いたものである。負債残高は

制度資金，系統資金，生活関連資金等である。

自己資本比率が高いと自己資本が多く，借金が

少ない安定した経営であることを表す。この指

標値について菊地［1986］は，一般に50％以上

であることを望ましいとしているが，必ずしも

それにとらわれる必要はなく，常にこの比率を

自覚して，一定水準を下らないようにすること

が大切だとしている。

売上高負債比率は，主に経営の安定性を見る

指標である。負債を農業粗収益で割ったもので，

負債と農業粗収益のバランスをみる。負債は借

入金の残高であり，制度資金や系統資金，生活

関連資金などである。売上高負債比率は，売上

の規模や経営の形態により一概にこれでよいと

いう指標値はないが，100％以下が目標とされて

いる。

その他収入の比率は全農業収入（農産収入と

畜産収入）に占める酪農収入（生乳収入と乳用

牛収入）以外の収入が占める割合である。この

指標は経営部門の複合化・多角化がリスクへの

対応として重視されてきたことを反映した指標
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である。その他収入の比率が大きい農家は小さ

い農家よりリスクの対応がしやすいと考えられ

る。

b．負債償還可能性の分析データ

分析に用いるデータは，北海道農政部『平成

10年度農家経済実態調査』における酪農経営の

個票であり，農家数は179戸である 。この個票

は道内農家の経営実態を把握するため，市町村

と JAが共同で，平成10年の営農年度末（12

月）の経営収支や負債，資産などを営農計画書，

組合員勘定，聞き取りを基に調査されたデータ

である。標本農家は，専業および第１種兼業農

家の中から無作為に抽出されている。本章では，

北海道酪農の負債償還可能性と諸指標との関連

に着目して分析を行うことから，農家を負債償

還可能性の程度に応じて区分する必要が生じ

る。即ち，負債償還目標が達成可能な農家とそ

うでないグループに分けることによって両グ

ループ間の諸指標の差を分析することにする。

その基準は北海道庁において現在，負債対策資

金の融資の時に，酪農家を対象としたものに準

拠した（表3－1) 。これらの分類基準は４章と

５章においても同様である。ところで，理想的

には実際に融資された農家と融資されなかった

農家のデータや，融資を受けた後，負債を返済

できた農家と返済できなかった農家のデータを

利用して分析することが望ましい。しかし，そ

のようなデータが得られないため，本論文では

便宜的に北海道庁の融資基準を利用し，融資基

準を満たす場合は負債償還目標が達成可能な農

家，融資基準を満たさない場合は負債償還目標

が達成困難な農家とみなした。このように，現

在行政によって用いられている基準に準拠し分

析することは，農家負債償還可能性の分析の実

用性を高めるなどの利点が考えられる。

C．酪農経営の概況

第１に，本章で分析に用いる北海道農政部『平

成10年度農家経済実態調査』における酪農経営

の個票データは179戸であり，調査農家の支庁

別分布をみると，図3－1の通りである。北海道

14支庁のうち，石狩，空知，日高，檜山を除い

た10支庁に渡って分布している。支庁別に割合

が大きい順から４つの支庁を挙げると十勝支庁

と根室支庁が各々19％，網走支庁が16％，釧路

支庁が13％である。以上の調査農家の支庁別構

成比は，平成10年度の北海道支庁別にみた乳用

牛飼育農家戸数の構成比と比較してほぼ一致し

ていることがわかる。支庁別の調査農家数の選

定が支庁別の乳用牛飼育農家戸数にそって行わ

れているといえよう。

第２に，経営概況は，表3－2の通りである。

表3－1 負債償還目標が達成可能なに

農家関する判断基準

①経産牛１頭当たり農業粗収入 平均値以上

②農業所得率 15％以上

③自己資本比率 40％以上

④売上高負債比率 200％以下

註)負債償還目標が達成可能な農家とは，①～④を

すべて満たしたものと定義する。

図3－1 各支庁に占めるサンプルの構成比

資料：農林水産省『畜産統計』，北海道農政部『農家経済実態調

査結果』（平成10年度）個票より作成。

233宋柱昌：負債償還可能性モデルによる酪農負債問題の実証研究



平成10年度北海道酪農の１戸当たり平均農業

従事者は2.6人，経営耕地面積は40.3ha，経産

牛頭数は51.1頭，経産牛１頭あたり乳量は

7.39トンであり，調査農家の農業従事者は2.7

人，経営耕地面積は49.3ha，経産牛頭数は52.7

頭，経産牛１頭あたり乳量は7.22トンである。

北海道全体の平均値より調査農家の方が若干大

きいのは農業従事者（0.1人），経営耕地面積（９

ha），経産牛頭数（1.6頭）である。反面，北海

道平均値より調査農家の方が若干小さいのは経

産牛１頭当たり乳量（－0.17トン）である。調

査対象農家が専業および第１種兼業農家であり

規模面で北海道全体の平均値より若干大きいも

のの，全体的には北海道酪農の平均値とほぼ同

じ水準であるといえよう。

D．負債償還可能性と諸指標との関連

第１に，各分析指標の平均値をみていく。表

3－3にあるように経産牛１頭当たり農業粗収

入は約64万円，農業所得率は34.8％，自己資本

比率は71.1％，売上高負債比率は73.2％，その

他収入の比率は5.8％である。各変数の散らば

りを示す変動係数をみると，その他収入の比率

が153.1で一番大きく，次に売上高負債比率が

79.5である。その他収入の比率は農家間の差が

大きいことから，酪農専業農家とそうでない農

家が明確に区分されると考えられる。

第２に，図3－2は分析対象農家を負債償還目

標が達成可能な農家グループとそうでないグ

ループに分け，グループ間の各変数の平均値を

レーダーチャートで示したものである。各変数

の最大値を１として相対化したもので，レー

ダーチャートの外側にいくほど経営面で優れて

いることを示す。経産牛１頭当たり農業粗収入

と自己資本比率，売上高負債比率，その他収入

の比率は負債償還目標が達成可能な農家とそう

でない農家の間で差がみられる。負債償還目標

が達成困難な農家の経産牛１頭当たり農業粗収

入と売上高負債比率はそうでない農家の各々

0.7倍である。自己資本比率は0.9倍，その他収

入の比率は0.3倍となっている。農業所得率は

差がみられない。ただし，農業所得率について

はデータの制約上，農業経営費に減価償却費と

クミカン利息以外の負債利息を含まず計算して

いることから結果の解釈に注意を要する 。

次に，二つのグループの平均値とその差の検

定結果は，表3－4の通りである。経産牛１頭当

たり農業粗収入や売上高負債比率，その他収入

の比率は１％以下の有意水準で棄却され，統計

的にも有意差がみられる。自己資本比率は経産

牛１頭当たり農業粗収入や売上高負債比率，そ

表3－2 北海道酪農の経営概況

北海道 調査農家

農業従事者（人） 2.6 2.7

経営耕地面積（ha） 40.3 49.3

経産牛頭数（頭） 51.1 52.7

経産牛１頭当たり乳量（トン) 7.39 7.22

資料：農林水産省『畜産物生産費調査』，『畜産統

計』，北海道農政部『農家経済実態調査結果』

より作成。

図3－2 各指標による経営間の比較結果

註１)全サンプルにおける最大値を1.0として，相

対比したものである。ただし，売上高負債比

率は逆数で計算した。

２)農業所得率はデータの制約上，農業経営費に

減価償却費を含まず計算している，また，ク

ミカン利息以外の負債利息も含まれていな

いことに注意されたい。

表3－3 各指標の平均値と変動係数

指標 平均値 変動係数

経産牛１頭当たり農業粗収入（円) 637452 22.9

農業所得率（％） 34.8 25.0

自己資本比率（％） 71.1 34.8

売上高負債比率（％） 73.2 79.5

その他収入の比率（％） 5.8 153.1
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の他収入の比率より差が小さくなっている。ま

た，農業所得率は両グループ間で統計的に有意

差がみられない。

第３に，図3－3から図3－7は，各変数の分

布を示したものである。図3－3は経産牛１頭当

たり農業粗収入の分布である。50万円未満が

16％，50～60万円が26％，60～70万円と70万

円以上が各々29％であり，農家間の経産牛１頭

当たり農業粗収入の差が大きいことが分かる。

このように農家間の経産牛１頭当たり農業粗収

入の差が大きいことは，農家間の生産性に大き

な差があることを示唆する。図3－4は農業所得

率の分布である。15％未満が４％，15～30が

22％，30～45が64％，45以上が10％である。

殆どの農家が農業所得率15％の基準をクリア

していることが分かる。ただし，前述したよう

に，データの制約上農業経営費に減価償却費が

含まれていないこと，クミカン利息以外の負債

表3－4 両経営間の平均値とその差の検定

指標
負債償還目標が

達成可能な農家

負債償還目標が

達成困難な農家
ｔ値

経産牛１頭当たり農業粗収入（円） 751337 534471 14.9（0.0001）

農業所得率（％） 34.8 34.8 0.0（0.9730）

自己資本比率（％） 75.8 66.9 2.5（0.0133）

売上高負債比率（％） 58.0 86.9 3.5（0.0006）

その他収入の比率（％） 9.1 2.7 5.0（0.0001）

註）（ ）はp値。

図3－3 経産牛１頭当たり農業粗収入の分布

図3－4 農業所得率の分布

註)農業所得率はデータの制約上，農業経営

費に減価償却費を含まず計算している。

また負債利息はクミカン利息のみ含まれ

ている。

図3－5 自己資本比率の分布

図3－6 売上高負債比率の分布

図3－7 その他収入の比率の分布
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利息が含まれていないことから農業所得率が高

くなっている。しかし，平成10年度北海道にお

ける酪農部門を１位（農産物販売額が最も多い

部門）または２位部門として経営する農家と酪

農部門が１位である農家の各々農業所得率の平

均値は23.7％であり（農林水産省北海道統計情

報事務所［1998］），いずれにせよ農業所得率

15％の判断基準は低いことがわかる。図3－5は

自己資本比率の分布である。40％未満が10％，

40～60が21％，60～80が24％，80以上が45％

である。90％以上の農家は自己資本比率40％を

超えており，殆どの農家が自己資本比率の基準

をクリアしている。図3－6は売上高負債比率の

分布である。50％未満の農家が43％，50～100が

28％，100～150が17％，150～200が10％，200

以上は２％に過ぎずほとんどの農家が売上高負

債比率200％以内にある。自己資本比率を含め

て売上高負債比率も負債対策資金の必要な農家

が，負債対策資金が不要な農家より，自己資本

比率や売上高負債比率が低いことを勘案し，通

常より低く設定したものと推察される。図3－7

はその他収入の比率の分布である。その他収入

の比率が全くない（０％）経営が21％，１％以

上５％未満が52％，５％以上10％未満が８％，

10％以上が19％である。１％以上５％未満階層

が52％として一番多いものの，全くない農家か

ら10％以上の農家に渡って分布している。

E．要 約

本章では，北海道酪農の負債償還可能性につ

いて，諸指標との関連から統計的な分析を試み

た。負債償還目標が達成可能なグループとそう

でないグループに分け，財務面での収益性，生

産性，安全性といった指標に加え，経営部門の

複合化・多角化を反映した指標としてその他収

入の比率についても分析を行なった。

まず第１に，農家の生産性の指標として用い

た経産牛１頭当たり農業粗収入についてみる

と，負債償還目標が達成可能な農家の平均値は

そうでない農家の平均値より大きく，その差は

統計的に有意である。農家間の経産牛１頭当た

り農業粗収入の差が大きいことは，農家間の生

産性に大きな差があることを示唆すると考えら

れる。

第２に，農業所得率は負債償還目標が達成可

能な農家とそうでない農家との間で，平均値に

差がみられない。

第３に，財務の安全面から自己資本比率と売

上高負債比率の指標を分析した結果，負債償還

目標が達成可能な農家とそうでない農家との間

には，各平均値に差がみられた。ただし，自己

資本比率より売上高負債比率の方がその差が大

きく，統計的にも有意差がみられた。

第４に，負債償還におけるリスクへの対応と

して重視されてきた経営の複合化・多角化につ

いても，その他収入の比率として取り上げ，分

析を試みた。負債償還目標が達成可能な農家と

そうでない農家では平均値において差が大き

く，統計的にも有意差がみられた。

註

農産物の市場開放が進み，農産物の価格が

市場の影響を大きく受けていることから，

農業経営は市場動向に的確に対応していく

ことが重要といえる。このため，酪農経営

においても経営管理，特に財務管理の必要

性があげられる。財務分析は，経営体の収

支や資産・負債の状況を把握し，経営の戦

略や改善方向を検討するために行うもので

ある。財務分析は何なかの判断基準に基づ

いて評価されてはじめて意味を持ち，その

評価は主に比較によって行われる。その比

較方法としてはクロスセクションとタイム

シリーズがあり，主に安全性，収益性，生

産性（効率性），成長性に分けることができ

る。本章では，データが単年度であること

から，クロスセクションで計測できる収益

性，生産性，安全性の分析を行う。また，

酪農経営の負債償還可能性と関連から必要

と思われる指標を加えて分析を行う。

調査は，農協の組合員勘定を中心とした現

金支出を基にしているので，農林水産省統

計情報部の「農業経営統計調査」とは次の

とおり相違する。①農業粗収入について，

農家経済実態調査では農業現金収入のみで

あるが，農業経営統計調査（農林水産省）

では農業現金収入＋農業生産現物家計消費
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額＋年末末処分農産物在庫額＋(動植物成

長・新植による増加（価）額－年始末処分

農産物在庫価額）である。②農業経営費に

ついて，農家経済実態調査では農業現金支

出のみであるが，農業経営統計調査では農

業現金支出＋現物外部取引価額＋年始農業

生産資材在庫価額＋減価償却費－年末農業

生産資材在庫価額である。

北海道庁では表3－1の①～④の指標に加

えて経営改善計画書からも幾つかの判断指

標を利用しているが，本章で用いるデータ

から把握可能な項目は①～④に限られる。

経産牛１頭当たり農業粗収入（円）は，負

債償還において生乳収入のみならず，個体

販売収入や畑作物の収入などを合わせた農

業粗収入が多いほど望ましいとの考えに基

づく指標である。経産牛１頭当たり農業粗

収入（円）が各地域の平均値以上であれば

負債償還可能性がある経営としている。本

章では，分析対象が全道の酪農家であるこ

とから，北海道を一つの地域として扱った。

農業所得率（農業所得を農業粗収入で割っ

たもの）は，収益性指標として用いる。収

益性の指標として企業経営の場合は資本利

益率や売上利益率等を計算し，家族経営の

場合は混合所得（家族労働費＋純利益），所

得率，家族労働報酬等を計算するが，その

中でも農業所得率は家族経営の最も一般的

な収益性指標であり，計算が他の指標より

比較的に単純であること等から農家の収益

性指標として長い間が頻繁に用いられてき

た。本論文の分析において農家の収益性指

標は農業所得率に限定して分析を行う。農

業所得率を15％に設定したのは平川

［1999］や北海道庁の関係者から聞き取り

調査をもとにしたものである。平成10年度

北海道酪農部門の農業所得率の平均値は

22.6％であるが，北海道庁では負債対策資

金の融資基準として農業所得率15％を基

準としている。その根拠は今までの実績等

に基づく基準であり，負債対策資金を必要

とする農家に融資する基準であることから

やや低めに設定されている。自己資本比率

（正味資産を総資産で割ったもの）は，経

営の安全性を見る指標である。一般的に農

業の場合，自己資本比率が50％以上である

ことが望ましいとされている（菊地［1986］，

平川［1999］）が，北海道庁では今までの実

績などを参考に40％以上を負債償還可能

性がある経営としている。これは負債対策

資金の必要な農家が，負債対策資金が不要

な農家より，自己資本比率が低いことを前

提したとものと推察される。売上高負債比

率（負債を農業粗収入で割ったもの）は，

主に経営の安全性を見る指標で，一般的に

は100％以下を目標としているが，北海道

庁では融資経験や専門家の意見を参考して

200％以下としている。この指標も，負債対

策資金を必要とする農家を対象とするた

め，基準を低めに設定している。安全性に

関する指標はほかにも固定比率，流動比率，

固定長期適合率，売上高支払利息率があげ

られるが，自己資本比率や売上高負債比率

からも資産・負債・資本のバランスが十分

に検討できることから，二つの指標に限定

した。

農業経営費に減価償却費を含まず計算して

いる。また，クミカン利息以外の負債利息

も含まれていない。農林水産省北海道統計

情報事務所［1998］『北海道農林水産統計年

報（農業経営統計調査・部門別統計編）』に

よれば，平成10年度北海道における酪農部

門を１位（農産物販売額が最も多い部門）

または２位部門として経営する農家の農業

経営費に占める減価償却費の割合は約

21％である。農業所得率が大きいのは主に

減価償却費が農業経営費に含まれていない

ことによるものである。負債利息について

は農業経営費に占める割合が小さく，負債

利息を含む農業経営費で農業所得率を計算

した結果，農業所得率の平均値は約33％

で，負債利息を含まないときとほぼ同じで

あった。また，負債利息を含む農業経営費

を用いても負債償還目標が達成可能な農家

とそうでない農家の変更は１戸のみであ

り，さらに負債利息を含む農業経営費で農
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業所得率を計算し，負債償還目標が達成可

能な農家とそうでない農家に差があるかど

うかをみると，負債償還目標が達成可能な

農家の農業所得率は33.1％，そうでない農

家の農業所得率は32.5％であり，平均値の

差の検定による結果も差がみられなかっ

た。ただし，減価償却費は農業経営費の約

21％を占めており，負債償還目標が達成可

能な農家とそうでない農家の減価償却費の

差はデータの制約上計算できないことよ

り，結果の解釈には注意が必要である。

第４章 北海道の酪農経営における負債償還

可能性と技術効率との関連性分析

A．本章の目的

本章の目的は，北海道の酪農経営における負

債償還可能性と技術効率 との関連を明らか

にすることにある。前述したように，北海道に

おける酪農経営の多くは自己資金が十分にない

中で急速な多頭化を進め，多頭化などに伴う膨

大な投資を主として借入金に依存してきた。そ

の結果，負債償還が当初の意図どおりに進まず，

負債累積に苦しむ経営も少なくない。負債累積

に苦しむ経営に対し負債整理措置などもある

が，負債整理措置を講じられた経営でも，負債

償還目標が達成困難な状況が依然として見られ

る。

このような負債償還が進展しない要因はいく

つか考えられるが，本章では酪農経営の技術効

率との関連に着目し，「負債償還目標が達成困難

な酪農経営の技術効率は，達成可能な経営の技

術効率に比べて，低い傾向にある」という仮説

を検証する。技術効率が低ければ，収益もあが

らず，その結果負債償還も進展し難いと考える

からである。この仮説を実証するため，以下の

２点を分析する。

①負債償還目標が達成可能な農家と負債償還

目標が達成困難な農家では，両経営間にどの程

度の技術効率格差が存在するのか。

②両経営間の技術効率格差は，統計的にみて

有意な差があるか，否か。

上記①の点を明らかにするため，DEAで個別

経営ごとに技術効率を計測し ，負債償還目標

が達成可能な農家とそうでない経営の間で技術

効率を比較する。②の点を明らかにするために，

両経営間で技術効率に差があるかどうかを統計

的に検定する。

B．技術効率の分析手法とデータ

a．DEAによる分析

DEA（Data Envelopment Analysis）は，技

術効率を計測する手法である。技術効率は現実

の生産量と生産フロンティア上にある最効率な

生産量の比率と定義される。本章では規模に関

して収穫一定を仮定し，所与の生産要素から最

大の生産可能な生産水準を求めるOutput-

orientationとして技術効率を計測する 。

ここで農家 の技術効率は⑴式のようにθ

として定式化され，線形計画法で求めることが

できる 。技術効率θはその値が大きいほど効

率が高く，１のとき技術効率が最も高いと判断

される。

Min １/θ．

s.t. －
１
θ
Y ＋ΣY λ ０，

(r＝1，2，……，s)

x －ΣX λ ０， ⑴

(i＝1，2，……，m)

λ ０，

(j＝1，2，……，k，……，n)

⑴式における各記号の定義は以下の通り。

y ：農家 jの生産物 rに関する産出量

x ：農家 jの生産要素 iに関する投入量

λ：農家 jの強度変数

b．データ

計測に用いたデータは，北海道農政部『平成

10年度農家経済実態調査』における酪農経営の

個票であり，計測に用いる農家数は154戸であ

る 。生産量は，酪農経営の主な収入である酪農

収入とその他収入の２種類である。酪農収入は
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生乳，初生雄牛・初生雌牛，廃用牛等の販売代

金（単位：円）であり，その他収入はすべての

作物収入，受入奨励金など（単位：円）である 。

要素投入量は，経産牛頭数，経常財，労働，資

本，飼料作付面積，飼料以外の作付面積の６種

類とした 。経常財は肥料費，種苗費，農薬費，

生産資材費，水道光熱費，飼料費，素畜，養畜

費など労働・資本・土地以外の農業経営費の合

計（単位：円）である。労働は自家労働と雇用

労働の人数の合計（単位：人）である 。資本は

農業機械と建物施設の評価額の合計（単位：円）

を用いた。

また，本章で負債償還目標が達成可能な農家

は以下のとおりである。北海道庁は平成13年度

から負債対策資金（経営体育成強化資金，農業

経営維持安定資金，農業経営負担軽減資金）の

融資において一定の判断基準を用いている 。

本章ではこの負債対策資金の判断基準を満たし

た経営を負債償還目標が達成可能な農家とし，

この判断基準を満たしていない経営を負債償還

目標が達成困難な農家と定義する。具体的に北

海道庁で用いている判断指標は表3－1の①

～④の指標である。負債償還目標が達成可能な

農家は①～④の基準をすべて満たした経営であ

る。これら以外の経営は負債償還目標が達成困

難な農家とみなす。

C．技術効率の分析結果

a．技術効率の計測結果

技術効率の平均値（表4－1）は0.899であっ

た 。負債償還目標が達成可能な農家の技術効

率の平均値は0.949である。負債償還目標が達

成困難な農家の技術効率の平均値は0.853であ

る。以上の分析結果から，負債償還目標が達成

可能な農家は負債償還目標が達成困難な農家よ

り技術効率が高いことが示された。両経営の技

術効率格差は9.6ポイント（0.949－0.853＝

0.096）である。

図4－1は，全サンプルにおける技術効率の分

布を示したものである。図4－2と図4－3は，

全サンプルにおける技術効率の分布を負債償還

目標が達成可能な農家と負債償還目標が達成困

難な農家に分けて示したものである。まず，図

4－2にあるように，負債償還目標が達成可能な

表4－1 技術効率の計測結果

全体
負債償還目標が

達成可能な農家

負債償還目標が

達成困難な農家

(154戸) （74戸） （80戸）

平均値 0.899 0.949 0.853

中央値 0.918 0.978 0.840

標準偏差 0.096 0.062 0.099

註）（ ）は該当する農家数。

図4－1 全サンプルにおける技術効率分布

図4－2 負債償還目標が達成可能な

農家の技術効率分布

図4－3 負債償還目標が達成困難な

農家の技術効率分布
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農家の技術効率は0.95から１までの階層が最

も多く，62％を占めている。技術効率0.8未満

階層は３％である。一方，図4－3をみると負債

償還目標が達成困難な農家の技術効率は0.8未

満階層が最も多く，29％を占めている。

図4－4は，技術効率階層別の農家構成比であ

る。負債償還目標が達成可能な農家は技術効率

の値が高いところに，負債償還目標が達成困難

な農家は技術効率が低いところに分布している

傾向にあることが明確に分かる。

b．技術効率格差の統計的検定

負債償還目標が達成可能な農家と負債償還目

標が達成困難な農家で技術効率格差に有意差が

あるかどうか分析するために統計的検定を試み

る。検定にはｔ検定，分散分析，Kruskal-Wallis

検定を用いる。帰無仮説は，三つの検定ともに，

負債償還目標が達成可能な農家と負債償還目標

が達成困難な農家との間で技術効率に差がない

とした。従って，帰無仮説の検定により１．課

題で設定した仮説検証②が言え，その結果から

仮説検証①も言えることになると考えられる。

両経営間の検定結果は，表4－2のとおりであ

る。いずれの検定でも，仮説は有意水準１％で

棄却される。よって，負債償還目標が達成可能

な農家と負債償還目標が達成困難な農家間では

統計的にみて有意差があり，両経営間の技術効

率に明確な違いがあることが示された。

c．効率経営と非効率経営の比較分析

最効率な経営は，規模および投入産出からみ

て，どんな特徴があるかをみるために，効率経

営と非効率経営の経産牛頭数，要素平均生産性，

要素投入比率を比較する。表4－3は効率経営と

非効率経営の規模，要素平均生産性および要素

投入比率の平均値と変動係数を示したものであ

る。また，表4－4は効率経営と非効率経営間で

規模，要素平均生産性および要素投入比率が同

一であるかどうかを統計的に検定した結果を示

したものである。効率経営の１戸当たり経産牛

頭数は非効率経営の0.97倍である。表4－4の

とおり，１戸当たり経産牛頭数は効率経営と非

効率経営間で統計的に有意差がない。要素平均

生産性はすべての生産要素において効率経営が

非効率経営よりも高い。生産要素の種類別にみ

ると，効率経営の資本（機械・建物）生産性は

2.37倍であり，労働生産性で1.26倍，経産牛生

産性で1.22倍となっている。また，表4－4の

とおり，効率経営と非効率経営間で労働生産性，

資本生産性，経常財生産性，経産牛生産性に統

計的に有意差がある。

次に要素投入比率を検討する。要素投入比率

は経産牛に対する投入比率で示した。表4－3か

ら，効率経営の経産牛に対する資本の投入比率

は非効率経営の資本投入比率の0.76倍であり，

最も節約的である。労働の投入比率も0.92倍と

節約的である。一方，効率経営の経産牛に対す

る経常財の投入比率は非効率経営の1.12倍で

あり，むしろ使用的になっている。また，表4－

4のとおり，効率経営と非効率経営間で，経産牛

に対する経常財および資本の投入比率は統計的

に有意差があり，経産牛に対する労働の投入比

図4－4 技術効率階層別の農家構成比

表4－2 統計的検定結果

ｔ検定（ｔ値） 7.27（0.0001）

分散分析（Ｆ値） 51.11（0.0001）

Kruskal-Wallis（χ 値） 37.01（0.0001）

註）（ ）はp値。
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率は有意差がない。

以上の結果から，第１に効率経営は非効率経

営に比較して，要素平均生産性の点では経常財

生産性，資本生産性，労働生産性，経産牛生産

性が有意に高く，要素投入比率の点では経産牛

に対する資本投入比率が有意に小さく，経産牛

に対する経常財投入比率は有意に高いこと，第

２に経産牛に対する労働投入比率は効率経営と

非効率経営間で有意差がみられないことが確認

できる。

D．要 約

本章では，北海道における酪農経営の負債償

還可能性と技術効率との関連に着目し，「負債償

還目標が達成困難な酪農経営の技術効率は，達

成可能な経営の技術効率に比べて，低い傾向に

ある」という仮説を検証した。以下の２点が明

らかになった。

第１に，技術効率の平均値は，負債償還目標

が達成可能な農家（0.949）が負債償還目標が達

成困難な農家（0.853）よりも大きく，その差は

9.6ポイント（0.949－0.853＝0.096）であった。

第２に，負債償還目標が達成可能な農家とそ

うでない経営の技術効率格差は，統計的に有意

差がみられた。

以上の分析結果から，「負債償還目標が達成困

難な酪農経営の技術効率は，達成可能な経営の

技術効率に比べて，低い傾向にある」という本

章の仮説は支持された。

また，本章の分析結果から以下の２点が示唆

される。

表4－3 効率経営と非効率経営の比較結果

規模 要素平均生産性 要素投入比率

経産牛
粗収入
/経産牛

粗収入
/労働

粗収入
/資本

粗収入
/経常財

労働
/経産牛

資本
/経産牛

経常財
/経産牛

（頭） （千円/頭）（千円/人） （円） （円） (人/頭) （千円/頭）（千円/頭）

効率経営⑴ 51.8 739 14,610 5.59 2.08 0.057 296 366

（36.6） （24.1） （39.1） （124.0） （14.6） （43.6） （76.9） （30.3）

非効率経営⑵ 53.2 606 11,565 2.36 1.87 0.062 390 326

（34.0） （21.3） （39.9） （77.9） （12.5） （51.0） （68.9） （27.3）

比率⑴/⑵ 0.97 1.22 1.26 2.37 1.11 0.92 0.76 1.12

52.7 640 12,356 3.2 1.92 0.06 365 337
全 体

（34.6） （24.1） （41.2） （128.0） （14.0） （49.3） （71.5） （28.6）

註１）（ ）内は変動係数。

２)効率経営とは技術効率が１の経営（40）であり，非効率経営とは技術効率が１でない経営（114）であ

る。

表4－4 統計的検定結果：効率経営と非効率経営の比較結果

規 模 要素平均生産性 要素投入比率

経産牛
粗収入
/経産牛

粗収入
/労働

粗収入
/資本

粗収入
/経常財

労働
/経産牛

資本
/経産牛

経常財
/経産牛

(頭) (千円/頭) (千円/人) (円) (円) (人/頭) (千円/頭) (千円/頭)

0.37 4.37 3.37 2.91 4.09 0.70 1.98 2.26
ｔ検定(ｔ値)

(0.7118) (0.0001) (0.0010) (0.0058) (0.0001) (0.4861) (0.0492) (0.0251)

0.137 25.919 11.325 20.789 21.576 0.488 3.931 5.115
分散分析(Ｆ値)

(0.7118) (0.0001) (0.0010) (0.0001) (0.0001) (0.4861) (0.0492) (0.0251)

0.403 17.319 9.272 14.811 17.308 0.283 4.626 4.503
Kruskal-Wallis(χ 値)

(0.5256) (0.0001) (0.0023) (0.0001) (0.0001) (0.5950) (0.0315) (0.0338)

註１)上段は各検定統計量，( ）内はp値。

２) は５％， は１％の有意水準で帰無仮説(効率経営と非効率経営間で規模，要素平均生産性，または

要素投入比率は同一である)が棄却されることを表す。
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第１に，負債償還目標が達成困難な酪農経営

の多くは，技術効率を高めるような経営改善が

求められる。

第２に，本章で計測された技術効率は，北海

道における酪農経営の負債償還可能性を判断す

る上で一つの有益な指標となり得る可能性があ

る。

註

Ａ本章で分析される技術効率は生産性（総

要素生産性）の要因の一つである。すなわ

ち技術効率は個々の経営における生産性を

最効率な経営によって構成される生産フロ

ンティアからの相対的な距離の比率と定義

される。時系列的にみると生産性の変化は

技術効率変化と技術変化（＝生産フロン

ティアのシフト）で構成される。一方，一

時点のクロスセクションでみると生産性は

生産フロンティアのシフトを伴わないの

で，技術効率そのものとみなすこともでき

る。時系列的な生産性変化の要因分解に関

しては近藤・山本［2002］を参照されたい。

北海道における酪農経営の技術効率を分析

した既存研究として，生産サイドからの分

析（金［1996］，金［1985］，と費用サイド

からの分析（山本［1994］），そして家畜糞

尿生産を考慮した愼［2000］などがある。

従来の研究をみると規模と技術効率（また

は費用効率）の関連を分析したものと個別

経営指標と技術効率（または費用効率）の

関連を分析したものが中心である。北海道

における酪農経営の技術効率を分析した既

存研究で，負債償還可能性と技術効率との

関連を明示的に分析したものを見出すこと

が出来なかった。

北海道酪農の場合，牛舎などの施設・設備

に多額の投資をしているが，そうした施設

への投入を短期的に変更することが難しい

ことなどから，所与の生産要素の下で生産

物を最大限にするOutput-orientationの

仮定を置いた。

本稿の計測方法の詳細は山本［1996］を参

照。

平成10年度を分析対象とした理由は，入手

できた北海道の農家経済実態調査の中で，

最新の年度であり，特異な豊作年や凶作年

ではないことなどである。また，179戸の

データから154戸のデータに減少したの

は，DEA計測において利用できないデータ

を有する25戸のデータを除外したからで

ある。

生乳以外の生産物を合算する必要があるた

め，金額ベースである酪農収入（円）を生

産量とした。金［1996］も生産量変数とし

て酪農収入（円）を利用している。

本章では乳牛資本（円）のデータが得られ

ないため，経産牛頭数とする。溝田［1995］

も要素投入量の変数として経産牛頭数を利

用している。

労働のデータに関しては自家労働と常時雇

用労働のデータが労働時間ではなく人数し

か得られない。そのため計測に用いる労働

データは人数に一本化しなければならない

が，臨時雇用労働のデータが年間日数に

なっていることから，人数に換算した。臨

時雇用日数から臨時雇用人数への換算は以

下の方法で行った。農林水産省統計情報部

『平成10年 畜産物生産費』から北海道酪

農家一戸当たり自家農業投下労働時間

（7,145時間）を農業就業者（2.6人）で割

ると①一人当たり年間労働時間（2,748時

間）が求められる。家常［1993］に従って

臨時労働日数に８時間を乗じると②年間臨

時労働時間が求められる。ここで，年間臨

時労働時間を一人当たり年間労働時間で割

り（②/①）臨時雇用人数を求めた。

平成10年度のデータを用いるため，平成

10年度の判断基準を利用するのが本来望

ましい。しかし，北海道庁は平成13度以前，

負債対策資金融資の判断基準の一部とし

て，財務指標を利用していたものの，平成

13年度のような確定した判断指標を有し

ていなかった。このため，本章では平成13

年度の判断基準を使わざるを得なかった。
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第５章 北海道の酪農経営における負債償還

可能性予測モデルの構築

A．本章の目的

北海道の酪農経営の多くは自己資金が十分に

ない中で急速な多頭化を進め，多頭化などに伴

う膨大な投資を主として借入金に依存してき

た。その結果，目標どおりに借入金償還が進ま

ず，負債累積に苦しむ経営も少なくない。

そこで，第３章では諸指標と負債償還可能性

との関連性を分析した結果，諸指標の中で負債

償還可能性からみると経産牛１頭当たり農業粗

収入，売上高負債比率，その他収入の比率が負

債償還目標が達成可能な農家とそうでない農家

を区分する指標であった。また，第４章では特

に生産性分析において「平均生産性」ではなく

総合生産性指標として技術効率を計測し，負債

償還目標が達成可能な農家とそうでない農家の

間で明確な差があることを明らかにした。

本章の目的は，総合的な生産性指標と財務指

標など複数の要因を取り入れて，個別農家の負

債償還可能性を予測し得るモデルを構築するこ

とである。具体的に，第３章で用いた財務指標

と第４章で総合生産性指標として計測した技術

効率を用いた負債償還可能性予測モデルを構築

する。本章における農家の負債償還可能性予測

モデルの構築により，個別農家の償還可能性が

リスク（確率）として予測できるというのが最

大の利点である。このようなモデルの構築は，

資金を貸す側が農家に融資するか（あるいは農

家が資金を融資してもらえるか）否かの可能性

を判断するための１つの材料を与える面など

で，活用が期待される。

農家の負債償還可能性予測モデルは，海外で

はCreditworthiness Modelや Credit Scoring
 

Modelなどと呼ばれ，これについて多くの研究

例がみられる（Novak and LaDue［1994］,Zech
 

and Pederson［2003］）。しかし，著者が知る限

り，日本の農家に同種のモデルを適用した研究

例を見出すことはできなかった。

B．負債償還予測モデルの分析手法とデータ

a．分析手法

本章では，負債償還可能性の大きさを容易に

指標化できる利点などを有するロジットモデル

に特定化した分析を試みることにしたい。ロ

ジットモデルは負債償還に影響を及ぼす複数の

要因を同時に計測でき，資金を貸す側が資金を

貸すか貸さないか（または農家側からは融資を

受けられるかどうか）を確率として予測できる

利点がある。ここで農家ごとの負債償還目標が

達成可能な確率は，以下の式の P(Y）で表すこ

とができる。

P(Y）＝１/(１＋e ）． ⑴

c＝α＋Σ βX ． ⑵

ただし，X ：説明変数，

P(Y）：0か１の二岐選択確率，

α，β：推定すべきパラメータ，

i＝1，2，3……m(mは農家の数），

k＝1，2，3…… n(nは説明変数の数）．

Y は，負債償還目標が達成可能な農家を１と

し，そうでない農家を０とした。負債償還目標

が達成可能な農家とは表3－1の①～④をすべ

て満たした農家とし，それ以外の農家を負債償

還目標が達成困難な農家とする。①～④は北海

道庁が平成13年度から負債対策資金（経営体育

成強化資金，農業経営維持安定資金，農業経営

負担軽減資金）の融資において用いる判断基準

に相当する。

b．データ

本章で用いるデータは，北海道農政部『平成

10年度農家経済実態調査』における酪農経営の

個票データ154戸である。また，ロジットモデ

ルの説明変数として「技術効率」，「売上高負債

比率」，「その他収入の比率」を用いた 。

第１に，技術効率は生産性の総合指標として

用いる。酪農家の負債償還可能性の分析指標と

して従来の研究では，経産牛１頭当たり乳量な

どの各生産性ごとの「平均生産性」が用いられ

てきた。本章では従来のような「平均生産性」

ではなく，「総合生産性」として解釈が可能な技

術効率を用いることにしたい。技術効率が大き

い農家ほど土地，労働，資本などを効率よく利
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用できるとみなせるので，負債償還目標を達成

可能な確率は高くなると考えられる。予想され

るパラメータの符号条件は，プラスである。

第２に，売上高負債比率は負債を農業粗収入

で割ったものである。主に財務の安全性を見る

指標である。ここでいう負債は借入金残高であ

り，営農資金と生活関連資金の残高額である。

営農資金は制度資金と系統資金であり，制度資

金には農林公庫資金，農業近代化資金，農業改

良資金，負債対策資金（うち農家負担軽減支援

特別資金，畜産特別資金）の残高額である。農

業粗収入は，農産収入，畜産収入，奨励金，副

産物収入などの残高額である。この売上高負債

比率は一般に100％を目安とし，これを上回る

場合は安全性が低いと判断される場合が多い。

予想されるパラメータの符号条件は，マイナス

である。

第３に，その他収入の比率は全農業収入（農

産収入と畜産収入）に占める酪農収入（生乳収

入と乳用牛収入）以外の収入が占める割合であ

る。この指標は経営部門の複合化・多角化がリ

スクへの対応として重視されてきたことを反映

した指標である。その他収入の比率が大きい農

家は小さい農家よりリスクへの対応がしやすい

と考えられる。予想されるパラメータの符号条

件は，プラスである。

C．ロジットモデルによる分析結果

a．ロジットモデルの計測結果

表5－1は，ロジットモデルの計測結果であ

る。パラメータの符号がプラス（マイナス）で

あれば，その説明変数の値が大きくなるほど負

債償還目標を達成可能な確率が高く（低く）な

ると解釈できる。

第１に，符号条件はすべて予想どおりであり，

売上高負債比率を除いて，すべて１％で統計的

に有意である。

第２に，モデルのあてはまりを示すR-

Squareも，0.3409であり，ロジットモデルとし

ては概ね良好と考えられる。被説明変数である

Y が０，１かを予測するPercent Correct Pre-

dictionsの値も78％と高い値となっている 。

以上のように概ね良好な計測結果が得られた

ので，この計測結果を用い，以下では，各農家

ごとの負債償還可能性の予測を試みる。

b．負債償還可能性予測モデル

計測結果から，農家の負債償還可能性を予測

するモデルを整理する。

まず，⑵式の c の値を求め，この c の値を⑴

式に代入し，農家の負債償還可能性を予測する

ことができる。ここでは c の値はクレジットス

コアと呼ばれ，信用度を示す指標と解釈できる

（Zech and Pederson［2003］）。表5－1の計測

結果からクレジットスコアを⑶式のように書く

ことができる。

c＝｛－11.4462＋(技術効率×12.4391）

＋(売上高負債比率×－0.00648）

＋(その他収入の比率×0.1117）｝．⑶

次に，⑶式のクレジットスコア（c）を⑴式に

代入することによって，農家の負債償還可能性

予測モデルは以下の⑷式のように示すことがで

きる。

P(Y)＝１/［１＋e｛－11.4462

＋(技術効率×12.4391）

＋(売上高負債比率×－0.00648）

＋(その他収入の比率×0.1117）｝］．

⑷

表5－1 ロジットモデルの計測結果

説明変数 推定値 Ｐ値

Intercept －11.4462 0.0001

技術効率 12.4391 0.0001

売上高負債比率 － 0.0065 0.1073

その他収入の比率 0.1117 0.0005

尤度比（χ 値） 64.2086 0.0001

R-Square 0.3409

Percent Correct Predictions 78％

註)Percent Correct Predictionsとは，農家１戸ご

とに求めた負債償還可能確率が0.5以上であ

れば，「負債償還目標が達成可能な農家」，0.5未

満であれば「負債償還目標が達成困難な農家」

としたときに，元の負債償還目標が達成可能な

農家とそうでない農家と一致した農家の割合

である。
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⑷式は表5－1のロジットモデルの計測結果

を利用して⑴式を書きかえたものである。－

11.4462は定数項であり，12.4391は技術効率の

パラメータ，－0.00648は売上高負債比率のパ

ラメータ，0.1117はその他収入の比率のパラ

メータである。ここで，パラメータの符号がプ

ラスであればその説明変数の値が大きいほど負

債償還可能性の確率が高くなり，パラメータの

符号がマイナスであれば説明変数の値が小さい

ほど負債償還可能性の確率が高くなる。しかし，

パラメータの大きさによる負債償還可能性に対

する貢献度は分からない。そこで，図5－1のよ

うに図示してクレジットスコアを利用し，負債

償還可能性の確率を示した。

クレジットスコア（ci）の値がゼロのとき，

e＝１となるので，⑴式から P（Y）＝１/（1＋

1）＝0.5の確率となる。クレジットスコアの値

が大きいほど負債償還目標が達成可能な確率が

高くなると解釈できる。

表5－2は，負債償還目標が達成困難な農家

（Y＝０）と負債償還目標が達成可能な農家

（Y＝１）のグループごとにみた説明変数の平

均値を示したものである。負債償還目標が達成

困難な農家のグループのクレジットスコアは，

表5－1の推定パラメータ，表5－2の平均値を

用い，下記のように－1.1となる。

－11.4462＋0.853×12.4391

＋84.3×(－0.00648）＋2.5×0.1117＝－1.1.

次に，負債償還目標が達成可能な農家のクルー

プでは，下記のように1.05となる。

－11.4462＋0.949×12.4391

＋58.3×(－0.00648）＋9.6×0.1117＝1.05.

負債償還目標が達成困難な農家のクループ平

均におけるクレジットスコアは－1.1であり，

この c＝－1.1を⑴式に代入して P（Y）を計

測すると，負債償還目標が達成可能な確率は

25％と計算される。同様に，負債償還目標が達

成可能な農家のグループ平均のクレジットスコ

アは1.05であり，負債償還目標が達成可能な確

率は74％となる。

同様に，個別農家のクレジットスコアを⑴式

に代入し，負債償還可能性を連続的に図示する

と図5－1となる。図5－1によって，個別農家

の負債償還へのリスクの度合いをより明確に

チェックできることになる。

図5－1 負債償還可能性確率のロジスティック曲線

表5－2 グループごとにみた説明変数の平均値

Yi＝０ Yi＝１

技術効率 0.853 0.949

売上高負債比率 84.3 58.3

その他収入の比率 2.5 9.6

サンプル数 80 74
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ここで，クレジットスコアが－1.1以下の農

家は高リスクに，クレジットスコア－1.1以上

1.05以下は中リスクに，1.05以上の農家は低リ

スクに分類すれば，資金を貸す側が農家に融資

するか（あるいは農家が資金を融資してもらえ

るか）否かの可能性を事前に判断するための１

つの材料を与えることができる。すなわち，あ

る農家のクレジットスコアが1.05（償還可能確

率74％）以上であれば，融資可能と分類し，あ

る農家のクレジットスコアが－1.1（償還可能確

率25％）以下であれば，融資不可能と分類する

ような１つの判断基準とすることができる。ま

た，－1.1以上から1.05以下の中リスクの農家

に対しては技術効率や売上高負債比率，その他

収入の比率の他に，必要に応じて詳しく審査を

行なうことなどの追加的な評価により判断され

ることになろう。例えば，ある農家は中リスク

にあるが，若くて技術水準は高い反面，財務の

安全が弱く，多角化をしていない場合など様々

なケイスが考えられるが，その場合は３つの判

断指標以外の指標も利用し詳細な評価を実施し

て融資をするかどうかを決めることかできる。

c．シミュレーション分析

１）各パターン別にみた負債償還可能性確率

ここで，いくつかのパターンを想定して負債

償還可能性を予測する。表5－3は技術効率，財

務安全性（売上高負債比率），多角化（その他収

入の比率）の程度によって３パターンに分けて

示した。各指標が良いか，良くないかの基準は

各指標の平均値に標準偏差の値を１倍プラス，

またはマイナスしたものである。

第１に，技術効率や財務安全性，多角化の面

で全てが良い経営パターンとそうでないパター

ンであるが，全てがよいパターンでは，負債償

還可能性確率が93％である。反面，そうでない

経営の負債償還可能性確率は６％であった。

第２に，３つの指標の中，２つの指標は良い

が１つの指標が良くない経営パターンである。

財務安全性のみ良くない場合は負債償還可能性

確率が87％，その他収入の比率のみ良くない場

合は61％，技術効率のみが良くないときは56％

である。ここでは，財務の安全性が負債償還可

能性確率に及ぼす影響は比較的小さく，技術効

率の影響が比較的大きい。

第３に，３つの指標の中，１つの指標のみ良

い経営パターンである。多角化の変数のみが良

い場合の負債償還可能性確率は66％，技術効率

の変数のみが良い場合は43％，財務の安全性の

み良い場合は32％である。技術効率より多角化

の影響が大きいのは，その他収入の比率の農家

間の散らばり（その他収入の変動係数は155，技

術効率の変動係数は11）が大きいことによるも

のと思われる。

２）経済階層別にみた負債償還可能性確率

表5－4は，経済階層別の各変数の平均値によ

るクレジットスコアと負債償還目標が達成可能

な確率である。これは，北海道庁の負債対策資

金の融資基準に準拠して負債償還目標が達成可

能な農家とそうでない農家を分け，総合生産性

指標としての技術効率と財務面の売上高負債比

率，多角化によるリスク分散の効果が期待され

るその他収入の比率の指標を用いて再評価した

表5－3 各パターン別にみた負債償還可能性確率

３つの指標が全て

良いまたは，良く

ない経営パターン

３つの指標中，１つ

の指標が良くない経

営パターン

３つの指標中，１つ

の指標のみ良い経営

パターン

技術効率（技術効率） Ｏ × O  O × × Ｏ ×

財務安全性（売上高負債比率） Ｏ × × O  O × × Ｏ

多角化（その他収入の比率） Ｏ × Ｏ × O  O × ×

93％ 6％ 87％ 61％ 56％ 66％ 43％ 32％

註）「Ｏ」は各指標の比率が高いことを意味する（ただし，売上高負債比率は逆に比率が低く財務安全性が高

いことを示す）。比率が高いとは，サンプルの平均値から標準偏差の値を１倍プラスすると「Ｏ」，マイ

ナスすると「×」と示した。
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ものである。Ａ階層の技術効率や売上高負債比

率，その他収入の比率の平均値を用いて負債償

還目標が達成可能な確率を求めるとＡ階層が

63.8％，Ｂ階層が31.6％，Ｃ，Ｄ階層が16.5％

であった。また，図5－1の低リスクと高リスク

に含まれる農家の階層別の分布をみるとＡ階層

はＡ階層のうちわずか30％（29/96）が低リスク

に属し，16％（15/96）が高リスクに属した。Ｂ

階層はＢ階層のうち15％（6/41）が低リスクに

属し，51％（21/41）が高リスクに属した。Ｃ，

Ｄ階層はＣ，Ｄ階層のうち１％（1/17）が低リ

スクに属し，53％（9/17）が高リスクに属した。

Ａ階層の中でも負債償還可能性が低く，リス

クの高い農家が16％を占めていた。それは，Ａ

階層の中でも，技術効率や財務の安全性，その

他収入の比率が比較的低い農家である。Ａ階層

の中で低リスクと高リスクに属する経営別に各

変数の平均値を比べてみた。表5－5にあるよう

に，低リスクに属した経営の技術効率の平均値

が0.987と非常に高い反面，高リスクに属した

経営の技術効率の平均値は0.811として比較的

低く，その平均値の差の検定結果からも有意差

がみられた。売上高負債比率は低リスクに属し

た経営で42％，高リスクに属した経営で81.8％

であり両方ともに売上高負債比率100以内であ

るものの，約40％の差があり平均値の差の検定

では５％水準で有意であった。その他収入の比

率は低リスクに属した経営で17.9％，高リスク

の経営で1.1％と明確な差がみられた。その平

均値の差の検定においても１％水準で有意であ

る。以上からみると，Ａ階層における低リスク

と高リスクの両経営の差は，技術効率や財務の

安全性，経営の多角化の面で複合的に差が現れ

た。Ａ階層において低リスクや高リスクに区別

されるのは，両経営間の技術効率や財務の安全

性，経営の多角化の差によるものと思われる。

このようにＡ～Ｄ階層区分では，生産性格差な

どが明示的に考慮できないが，本章のモデルを

利用すれば，この点を明示的に考慮できる利点

を有するといえよう。

D．要 約

本章では，第３章で計測した財務の安全性指

標やその他収入の比率，第４章で計測した技術

効率を取り入れて個別農家の負債償還可能性を

予測できるモデルを構築した。

まず第１に，技術効率，売上高負債比率，そ

の他収入の比率のパラメータは符号条件がすべ

て予想どおりであり，売上高負債比率を除いて，

すべて１％で統計的に有意である。

第２に，モデルのあてはまりを示すR-

Squareも，0.3409であり，ロジットモデルとし

ては概ね良好と考えられる。各サンプルの被説

表5－4 経済階層別にみた負債償還可能性確率

戸数
階層別の各変数の平均値

によるクレジットスコア
償還可能確率

低リスクに

占める割合（戸)

高リスクに

占める割合（戸)

Ａ階層 96 0.57 63.8 30％（29/96) 16％（15/96)

Ｂ階層 41 －0.77 31.6 15％（６/41) 51％（21/41)

Ｃ，Ｄ階層 17 －1.62 16.5 1％（１/17) 53％（９/17)

註）Ｃ階層のサンプル（４戸）が少ないので，Ｃ，Ｄ階層を一つにグループにした。

表5－5 Ａ階層における低リスクと高リスクに属する

各経営別変数の平均値とその差の検定

低リスク 高リスク 平均値の差（t値)

技術効率 0.987 0.811 12.4

売上高負債比率（％） 42.0 81.8 2.1

その他収入の比率（％） 17.9 1.1 7.6

サンプル数（戸） 29 15

註）「 」は１％水準で有意，「 」は５％水準で有意。
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明変数であるY が０，１かを予測するPercent
 

Correct Predictionsの値も78％と高い値と

なっている。

第３に，本章のモデルを用いて負債償還目標

が達成可能な農家とそうでない農家の各変数の

平均値によるクレジットスコア求めてみると，

負債償還目標が達成可能な農家のクレジットス

コアが1.05（償還可能確率74％）であり，負債

償還目標が達成困難な農家のクレジットスコア

が－1.1（償還可能確率25％）であった。ここで，

クレジットスコアが1.05以上であれば，低リス

ク，クレジットスコアが－1.1以下であれば，高

リスクと分類すると，経済階層のＡ階層のうち

わずか30％（29/96）が低リスクに属し，16％

（15/96）が高リスクに属した。Ａ階層の中で低

リスクと高リスクに属する経営別に各変数の平

均値を比べてみると，Ａ階層における低リスク

と高リスクの両経営の差は，技術効率や財務の

安全性，経営の多角化の面で複合的に差が現れ，

同じＡ階層において低リスクや高リスクに区別

されるのは，両経営間の技術効率や財務の安全

性，経営の多角化の差によるものと思われる。

このようにＡ～Ｄ階層区分では，生産技術など

がみえないが，本章のモデルを利用すれば，こ

の点を明示的に考慮できる利点を有するといえ

よう。

以上，農家の負債償還可能性の総合的な分析

と予測モデルの構築が，今後の資金を貸す側が

農家に融資するか（あるいは農家が資金を融資

してもらえるか）否かの可能性を事前に判断す

るための一つの材料を与えることができるとい

えよう。

註

農家の負債償還可能性を分析するとき，判

断指標の選択についてZech and Pederson

［2003］は，農家の生活費，負債/資産比率，

農外収入を負債償還可能性を分析する指標

として用いている。金融財政事情研究会編

［2001］では，酪農経営の審査ポイントと

して経営面で，生産費，収益性，安全性，

経営者能力を挙げている。北海道庁では，

平成13年度から負債対策資金融資に当た

り，選考基準として経営状況，改善計画の

実行可能性，融資返済の可能性に基づき評

価を行っている。その中で経営状況からの

指標は，経産牛１頭当たり農業粗収入，農

業所得率，自己資本比率，売上高負債比率，

過去３ヵ年の経済階層等である。Novak
 

and LaDue［1994］は，負債/資産比率，流

動比率，総資産回転率，経産牛１頭当たり

乳量，ha当たり牧草生産量を指標として用

いている。飯島［1971］は固定資産保有高，

流動資産保有高，流通資産保有高，経営収

益，資産/負債比率の指標をあげている。以

上のように従来研究の中には負債を資産で

割った負債比率の指標が多数みられる。し

かし，本章では被説明変数との相関係数が

負債比率より売上高負債比率の方が高く，

また，売上高負債比率と負債比率との相関

係数は0.9以上であり，二つの変数間に多

重共線性があることから売上高負債比率の

み用いた（付表1）。

Percent Correct Predictionsとは，農家１

戸ごとに求めた負債償還可能性確率が0.5

以上であれば，「負債償還目標が達成可能な

農家」，0.5未満であれば「負債償還目標が

達成困難な農家」としたときに，元の負債

償還目標が達成可能な農家とそうでない農

家と一致した農家の割合である。詳しくは，

牧・宮内・浪花・縄田［1997］を参照。Zech
 

and Pederson［2003］の場合，Percent
 

Correct Predictionsは 73％から76％であ

る。

第６章 要約と結論

本論文では，北海道における酪農家の負債償

還可能性を実証的に明らかにすることを課題と

し，第３章から第５章の分析によって，この課

題を明らかにすることを試みた。本章では，各

章の分析結果を要約すると共に総合的な考察を

加える。

第１章では，本論文の問題意識と課題，従来

研究の成果と問題点，分析の枠組みを整理し，

第２章では，北海道の酪農経営における負債問

題の現況を明らかにした。
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酪農経営の負債償還可能性について，主に３

つの問題点があることを指摘した。第１に，北

海道庁はＡ～Ｄ階層区分（負債を返済できる程

度に応じた区分である。Ａ階層は，農家余剰か

ら利息と元金を支払っても余剰が生まれる農家

層，Ｂ階層は，利息は支払うことができるが，

元金は一部しか支払うことができない農家層，

Ｃ階層は，利息のみ一部を支払うことができる

農家層，Ｄ階層は，利息も元金も支払うことが

できない農家層である）を用いてきた。しかし，

この区分は単年度の一時点における借入金の返

済面を捉え，便宜的に定めたものであり，約定

償還額（負債と利息）の裏にある農家の財務状

況や，経済余剰の裏にある農家の生産性などが

みえないという問題点が指摘されてきた。第２

に，従来の財務分析における生産性の分析指標

として経産牛１頭あたり乳量などの「平均生産

性」が用いられてきたが，負債償還可能性の判

断にはすべての生産要素を考慮した「総合生産

性」指標が理論的には望ましいと考えられる点

である。第３に，従来の農家負債分析などにお

いては４階層区分や２階層区分が用いられてき

たが，このような階層区分でなく，個別農家の

負債償還可能性を確率（リスク）として連続的

な数値によって予測することが求められる点で

ある。

そこで，具体的な分析課題として以下の３点

を設定した。

①北海道の酪農経営における負債償還可能性

と諸指標との関連を統計的に明らかにするこ

と。

②北海道の酪農経営における負債償還可能性

と技術効率との関連を明らかにすること。

③個別農家の負債償還可能性を予測し得るモ

デルを構築すること。

以上の分析課題にしたがって，①の課題につ

いては，第３章で，負債償還目標が達成可能な

農家とそうでない農家の比較分析を試みた。各

章で分析に用いる主要なデータは，北海道農政

部『平成10年度農家経済実態調査』における酪

農経営の個票である。この個票は道内農家の経

営実態を把握するため，市町村と JAが共同で，

平成10年の営農年度末（12月）の経営収支や負

債，資産などを営農計画書，組合員勘定，聞き

取りを基に調査されたデータである。標本農家

は，専業および第１種兼業農家の中から無作為

に抽出されている，第４章と第５章も同じデー

タをもとにしている。両農家グループ間に統計

的に有意な差がみられたのは，生産性を見る指

標として取り上げた「経産牛１頭当たり農業粗

収入」，経営の安全性をみる指標として取り上げ

た「売上高負債比率」，多角化がリスクへの対応

として重視されてきたことを反映した指標とし

て取り上げた「その他収入の比率」であった。

②の課題については，第４章で，DEAで個別

経営ごとに技術効率を総合生産性指標として計

付表1 被説明変数と説明変数の単相関係数

技術効率
自己資本

比率

売上高負債

比率

その他収入

の比率
負債比率

被説明変数

(Yi＝0，1)

技術効率 1.000

0.1008
自己資本比率 1.000

(0.2120)

－0.2361 －0.9054
売上高負債比率 1.000

(0.0031) (0.0001)

0.2378 0.0687 －0.0469
その他収入の比率 1.000

(0.0029) (0.3956) (0.5624)

－0.1008 －1.0000 0.9054 －0.0687
負債比率 1.000

(0.2120) (0.0001) (0.0001) (0.3956)

0.4918 0.1394 －0.2216 0.3874 －0.1394
被説明変数 (Yi＝0,1) 1.000

(0.0001) (0.0836) (0.0056) (0.0001) (0.0836)

註)上段は相関係数で，( ）内はp値。
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測し，第３章と同様に負債償還目標が達成可能

な農家とそうでない農家の二つのグループに分

け，両経営間の技術効率に差があるか否かを分

析した。技術効率は現実の生産量と生産フロン

ティア上にある最効率な生産量の比率と定義さ

れる。技術効率がフロンティア上にあることは

何らかの経営努力によって非効率をなくし，優

れた技術を持ち，より高い生産性に達している

と評価できる。計測の結果，負債償還目標が達

成可能な農家はそうでない農家に比べて技術効

率が高く，統計的にも有意な差がみられた。

③の課題については，第５章で，第３章で用

いた財務指標と第４章で総合生産性指標として

計測した技術効率を用いた個別農家の負債償還

可能性予測モデルの構築を試みた。計測には，

負債償還可能性の大きさを容易に指標化できる

利点などを有するロジットモデルに特定化した

分析を試みた。ロジットモデルは負債償還に影

響を及ぼす複数の要因を同時に計測でき，資金

を貸す側が資金を貸すか貸さないか（または農

家側からは融資を受けられるかどうか）を確率

として予測できる利点がある。被説明変数は，

負債償還目標が達成可能な農家を１とし，そう

でない農家を０とした（ここで，負債償還目標

が達成可能な農家とは，北海道庁が負債対策資

金の融資において用いる判断基準を満たす農家

である）。計測の結果，説明変数である技術効率

や売上高負債比率，その他収入の比率のパラ

メータは符号条件がすべて予想どおりであり，

モデルのあてはまりも良好であった。負債償還

目標が達成可能な農家とそうでない農家の各変

数の平均値による負債償還可能性確率は，負債

償還目標が達成可能な農家が74％（低リスク），

負債償還目標が達成困難な農家が25％（高リス

ク）であった。Ａ階層農家の負債償還可能性確

率をみると，低リスクに属する農家が30％，高

リスクに属する農家が16％であった。従来，北

海道庁が行なってきたＡ～Ｄ階層区分では，生

産性格差などが明示的に考慮できないが，本章

のモデルを利用すれば，この点を明示的に考慮

できる利点を有することが実証的に明らかと

なった。

以上のように本論文では，北海道における酪

農家の負債償還可能性を財務指標や総合生産性

指標など複数の要因で考慮した農家の負債償還

可能性モデルを構築した。農家の負債償還可能

性モデルの構築は，農家の負債償還可能性を確

率（リスク）で示すことができ，数少ない変数

から負債償還可能性を予測可能であることか

ら，これから資金を貸す側が農家に融資するか

（あるいは農家が資金を融資してもらえるか）

否かの可能性を事前に判断するための１つの材

料を与え得る有用性があるといえる。
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Summary

 

This study clarifies empirically the possi-

bility of the repayment of debt by dairy
 

farmers in Hokkaido. To clarify the subject
 

the following three points were set as topics
 

for concrete analysis; the first point is to
 

clarify statistically the debt repayment possi-

bility in the management of dairy farms in
 

Hokkaido and its relation to various indices.

The second point is to clarify the relationship
 

between the possibility of debt redemption
 

and technical efficiency in dairy farms in
 

Hokkaido. The third point is to construct a
 

model by which the possibility of repayment
 

of an individual farmer’s debt can be fore-

cast.

This study consists of six chapters.

Chapter 1 introduces the problems of this
 

study. Chapter 2 clarifies the present condi-

tion of the debt problem of the dairy farm
 

management in Hokkaido. Chapter 3 clari-

fies some factors, such as a safety index of
 

the financial side,and connection of possible
 

debt redemption with various indices of the
 

dairy farm management  in Hokkaido.

Chapter 4 measures technical efficiency as a
 

comprehensive productivity ratio for every
 

individual management by DEA,and clarifies
 

the relationship between the possible debt
 

redemption and technical efficiency in the

 

dairy farm management  in Hokkaido.

Chapter 5 builds the model which measures
 

simultaneously some factors affecting debt
 

refund,so that one can predict the probability
 

of the debt redemption possibility of an indi-

vidual farmhouse by the logit model.

Finally in the last Chapter,conclusions of the
 

study have been explained in detail.

The main results of this study are as
 

follows;

(1)A significant difference was seen statis-

tically in the productivity and safety
 

and integrated farm.

(2)A significant difference was seen statis-

tically in technological  efficiency
 

between farmers who were able to
 

achieve the debt repayment target and
 

the farmers who were not.

(3)The model was constructed to predict
 

the probability of debt redemption of an
 

individual farmhouse.

Constructing the repayment model of
 

farmer’s debt possibility is proved to be use-

ful in forecasting the debt repayment possibil-

ity only of using very few variables. The
 

model will be able to provide the evaluation
 

data to judge whether or not to lend money to
 

a farmer beforehand.
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